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平成２８年第３回那須塩原市議会定例会 

 

議 事 日 程 （第４号） 

 

                            平成２８年６月９日（木曜日）午前１０時開議 

 

日程第 １ 市政一般質問 

    ２ 番 星 宏子議員 

      １．食品ロス削減に向けての取り組みについて 

      ２．孫育ての取り組みについて 

      ３．福祉サービスを含むワンストップ窓口の設置について 

    １７番 吉成伸一議員 

      １．公共データの民間開放（オープンデータ）の活用について 

      ２．英語教育について 

      ３．魅力ある公園整備について 

    ３ 番 相馬 剛議員 

      １．生きがいサロン推進事業について 

      ２．市所有の車両管理について 

      ３．がん検診無料クーポン券について 

      ４．市営墓地、市有墓地について 

      ５．東京オリンピック・パラリンピックのキャンプ地誘致について 

    ９ 番 伊藤豊美議員 

      １．農業者の経営所得安定対策等の収入減少影響緩和対策について 

      ２．那須塩原駅周辺整備について 
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開議 午前 ９時５８分 

 

◎開議の宣告 

○議長（中村芳隆議員） おはようございます。 

  散会前に引き続き、本日の会議を開きます。 

  ただいまの出席議員は26名であります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎議事日程の報告 

○議長（中村芳隆議員） 本日の議事日程は、お手

元に配付のとおりであります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎市政一般質問 

○議長（中村芳隆議員） 日程第１、市政一般質問

を行います。 

  質問通告者に対し順次発言を許します。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 星   宏 子 議員 

○議長（中村芳隆議員） 初めに、２番、星宏子議

員。 

○２番（星 宏子議員） おはようございます。 

  ２番、公明クラブ、星宏子です。 

  通告に従い市政一般質問を行います。 

  １、食品ロス削減に向けての取り組みについて。 

  食べられる状態なのに捨てられる食品ロスは、

家庭やスーパー、ホテルやレストランなど、あら

ゆるところで見受けられます。農林水産省による

と、日本では年間2,801万ｔの食品廃棄物が発生

しており、このうちの４割近い642万ｔが食品ロ

スと推計されています。 

  既に先進的な自治体では、さまざまな食品ロス

対策が進められ、長野県松本市は、宴会の食べ残

しを減らすため、乾杯後の30分と終了前の10分は

自席で食事を楽しむ「お外で残さず食べよう！

30・10運動」を推進しています。 

  ＮＰＯの活動としては、賞味期限が迫った食品

を引き取り、困窮者へ無償提供するフードバンク

が有名です。国連では、2030年までに世界全体の

１人当たり食品廃棄物を半減させる目標を採択し

ていることから、以下について伺います。 

  ⑴本市における食品ロス削減のために、学校や

幼稚園、保育所など教育施設における学校給食や

食育・環境教育についての啓発推進についてお伺

いいたします。 

  ⑵各家庭の食品在庫の適切な管理や食材の有効

活用の取り組みについて市として支援できること

があるかお伺いいたします。 

  ⑶飲食店での食べ残しゼロや食べ物の持ち帰り

の展開など、市民や事業者が一体となった食品ロ

ス削減に向けての取り組みの推進についてお伺い

します。 

  ⑷本市の災害備蓄食品については、賞味期限６

カ月前などにフードバンク等への寄附を検討する

かお伺いします。 

  ⑸松本市で推進している「お外で残さず食べよ

う！30・10運動」を本市においても導入する考え

はあるかお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員の質問

に対し答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） １の食品ロス削減に向け

ての取り組みにつきまして、私からは、⑴の学校

や幼稚園、保育園など教育施設における学校給食

や食育・環境教育についての啓発推進についてお

答えをいたします。 
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  まず、学校におきましては、栄養教諭等による

食に関する授業や生産者である農業者との交流、

また調理場見学などを通しまして、食事の大切さ

の理解と食べ物の生産等にかかわる人々への感謝

の気持ちを育みながら、給食の食べ残しの削減に

取り組んでいるところでございます。 

  また、保育園においても、子どもの年齢に応じ

た摂取法や摂取量などを考慮しながら、子どもた

ちが食べることを楽しめるような給食の実施に努

めております。 

  教育環境につきましては、各学校においてリデ

ュース、リユース、リサイクルの３Ｒを推進する

とともに、給食の食べ残し・ごみの行方などにつ

いて自分たちに何ができるか、みずから考える機

会を設けているところでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 続きまして、私から

は、⑵、⑶及び⑸についてお答えをいたします。 

  初めに、⑵の各家庭の食品在庫の適切な管理や

食材の有効活用の取り組みについて市として支援

できることはあるかについてお答えをいたします。 

  食品ロス削減につきましては、消費者庁、環境

省を初めとする６府省で構成する食品ロス削減関

係省庁連絡会議において連携し、官民を挙げて食

品ロス削減国民運動を展開しているところであり

ます。 

  本市といたしましてもその重要性は認識してお

り、消費者行政の立場から、各家庭でできる取り

組みについて啓発講座の企画や情報提供等の形で

支援することが可能と考えておりますので、今後、

実施に向けて検討してまいりたいと考えておりま

す。 

  次に、⑶の市民や事業者が一体となった食品ロ

スの削減に向けての取り組みについてお答えをい

たします。 

  現在、市では、一般廃棄物処理基本計画の基本

方針といたしまして、市民、事業者、行政の連

携・協働による３Ｒの推進を掲げておりまして、

その中でごみ発生抑制の推進は重要な課題と考え

ており、必要以上のものは買わない、つくらない

など、ごみを発生させない生活や事業活動を進め

るため、啓発や情報提供を行っているところでご

ざいます。 

  食べ残しなどの食品ロス削減に限定した啓発や

情報提供については、今のところ特に行ってはお

りませんが、今後、一般廃棄物処理基本計画の見

直しの中で食品ロスについても検討をしていきた

いと考えております。 

  次に、⑸の松本市で推進している「お外で残さ

ず食べよう！30・10運動」を本市においても導入

する考えはあるかについてお答えをいたします。 

  この運動は、事業者と消費者双方への呼びかけ

により、宴会における食べ残しを減らすという先

進的かつユニークな取り組みであります。現在の

ところ、同様の運動を導入する予定はありません

が、今後、松本市の運動の効果を注視してまいり

たいと考えておるところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） 総務部長。 

○総務部長（和久 強） 最後に、私からは、⑷の

本市の災害備蓄食品について賞味期限６カ月前な

どにフードバンク等への寄附を検討するかについ

てお答えをしたいと思います。 

  本市で災害時に備え備蓄しております食料につ

きましては、賞味期限を考慮しまして市総合防災

訓練において訓練の参加者に配布し、災害時に備

えた食料備蓄の啓発に有効に活用しているところ

でございますので、備蓄においては食品ロスがな

いように努めておりますことから、現在のところ

はフードバンク等への寄附は考えておりません。 
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  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） それでは、再質問に移り

ます。 

  ⑴番についてですが、給食、先ほどのご答弁を

いただきました。給食の食べ残しの削減に取り組

んでいるというお答えをいただきましたが、給食

の残渣量はどのくらいか、とっていましたら数量

を教えてください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 給食の食べ残しというこ

とで、各調理場におきましては、毎日というわけ

ではありませんが、年に一度または二度、１週間

の間でどのぐらいの食べ残しがあるかというよう

な調査を行っているところです。その数字をもと

に計算をしますと、平成27年度については全体の

2.6％が食べ残しとして調理場に戻ってきている

と。実際に全ての子どもたちをその数字をもとに

積算しますと、年間33ｔが食べ残しになっている

ということでございます。 

  ただ、実際に食べ残しといいましても、子ども

たち好き嫌いといいますか、自分に合った給食と

か余り好まないというか、そういったのがありま

すので、給食のメニューによっては多少量が変わ

るというのが現状です。 

  それと33ｔという一口に申しましたが、非常に

多く感じる部分もあるかと思いますけれども、こ

れを１人の児童生徒に置きかえますと、１日当た

り15ｇ程度というような形ですのでご理解いただ

ければと思います。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 了解いたしました。 

  続きまして、３Ｒを推進するということで、リ

デュース、リユース、リサイクルということで、

先ほど年間33ｔという残渣、食べ残し量があると

いうことでしたが、こういった給食の食べ残し、

ごみの行方などについて自分たちが何ができるか

考える機会を設けているというお答えでしたが、

こういったことも踏まえた上で、この取り組みに

よりまして子どもたちの例えばその意識の変化で

すとか、また給食の残渣量ですね、これは27年度

の値でしたが、変化というものは見られるのでし

ょうかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） まず、子どもたちの意識

の部分でございますが、各調理場を中心に栄養教

諭等が各学校に行って、それぞれ学年ごとにいろ

いろなテーマを決めて勉強会といいますか、そう

いったことを実施しております。例えば１年生の

場合はどんな食べ方がいいかなとか、６年生あた

りになりますと、日本の伝統料理や行事にかかわ

る料理について知ろうとか、いろいろ食べ物に対

する意識、それと農家の方と一緒に食べ物をとる、

つくり方を勉強するということで、やはり食べ物

の大切さというものについてはかなり意識が高ま

ってきているであろうというふうに私どもは見て

おります。 

  それと経年変化でございますが、やはり過去の

数字というものについても、先ほど申し上げまし

たようにそれぞれ波がございますので、特に大き

く変わっているということはないというふうに思

っております。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 残渣量の波はそれほど変

わりがないけれども、子どもたちの食に対する意

識は変わりつつあるというご回答だったと思いま

す。 

  では、まず、その給食の食べ残しなんですが、
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この33ｔという食べ残し、どのような形で廃棄を

しているのかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 食べ残しの処理というこ

とですが、各３調理場におきましては、堆肥セン

ターのほうに運び込みをしまして、堆肥化を図っ

ているというような状況でございます。 

  ただ、塩原地区の単独校につきましては、現状

では焼却処分というような形をとっているのが実

情です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） それでは、堆肥場のほう

に子どもたちがその食のリユースというかリサイ

クルですね、リサイクルということで見学に行っ

たりとか、要は、自分たちの食べ残した給食がど

こに行って、どのような形で生まれ変わるかとい

うのも実際見学などをして勉強しているのでしょ

うか、お伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 子どもたちが直接勉強を

ということなんですが、実際には調理場見学であ

るとか、先ほど申し上げましたように、各学校で

勉強する際に実際の食べ物の流れであるとか、そ

ういった部分を子どもたちに伝えておりますので、

直接堆肥センターということでの研修なり勉強と

いうのは実施していないというのが現状です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 了解いたしました。 

  それでは、今、食べ残しということでの関連に

なるかとは思うんですが、例えば学校において食

べ残しというところで、家庭でも出るとは思うん

です、学校だけではなく。例えば賞味期限とか消

費期限の違いですとか、国際的な今の食料事情で

すとか、そういったものを授業の中で関連したも

のを勉強するときに取り入れたりとか、そういっ

た内容を入れるというのはどうでしょうか、お伺

いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 子どもたち、教科の学習

の中でどうかということですけれども、環境に関

する部分につきまして、食品も含めたものは基本

的には中学年３年生、４年生の社会科あるいは５

年生、６年生の家庭科、そして中学校の社会科の

時間、それぞれ関係する単元を学習する中で子ど

もたちは学んでいる、あるいは総合的な学習の時

間、環境教育というようなテーマでの学習なんか

にも、その都度その都度取り上げている内容だと

いうふうに理解をしております。 

  ただ、食事、１日例えば朝昼晩と三度の食事を

とるとすれば、学校の給食は３分の１ですので、

あとの部分というのはやっぱりこれは家庭でのこ

ともとても大事になるのかなというふうに思って

おります。教育の中でどう扱うのかというふうに

言われるとすれば、例えば小中一貫教育の中の一

つのテーマとして小中の地域として、家庭として、

こういった問題を取り上げていくというのも大変

重要なことの一つではないかと、こう考えており

ます。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 私もそのように思います。

家庭でのやはり食べ残しというのも問題になるか

なと思うんですが、それでは家庭という部分では

保護者向けに何か食品ロスですとか、先ほども言

いましたけれども、賞味期限とか消費期限の違い

を学ぶとか、そういった形での取り組みを実施し

ていますか。今後、例えば家庭教育学級ですとか

保護者会などで食品ロス講座を設けたりとか、余
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った食材で料理教室などを実施して、家庭での食

べ残しはよくないよというような意識づけをして

はどうかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 直接そういった実践がさ

れているかどうかということは現段階で把握でき

ておりませんけれども、今後、私たちとしても家

庭教育についても力を入れていかなければならな

いところかというふうに思っておりますので、そ

ういったテーマにつきましても、今後、機会を捉

えて取り上げていければというふうに考えており

ます。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 了解いたしました。よろ

しくお願いいたします。 

  あとは、保育園においては食べることを楽しめ

るような給食の実施に努めているとのことでした

が、松本市では紙芝居を作成して食品ロスの啓発

をしております。これは実際の保育士さんの体験

をもとしてつくった紙芝居なんですが、こういっ

たものなんですけれども、パーティーの中で子ど

もたちが食べられないものがあって困ったなとい

うことをどういうふうに解決していくのかという、

ちょっと興味を引かれるようなものなんですけれ

ども、これは松本市のホームページに載っている

んですが、ここに松本市のキャラクターが入って

いるんですけれども、そこは本市のキャラクター

みるひぃを出してもいいと思いますし、そういっ

たことで作成をしながら紹介していくという形も

あるかと思うんですが、こちらのほうはどうでし

ょうかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 保育園における食

育といいますか、先ほど答弁のほうでありました

ように、保育園におきましては楽しんで給食を食

べるというところが一番の国の示しております保

育の指針の中にも書いてあることでして、実際園

におきましても、松本市さんのような紙芝居とい

う統一した形ではないですが、それぞれ園ごとに

工夫をしまして、保育士が例えば年長の子どもた

ちに食育の部分の学ぶ機会を設けているというこ

とで現場の声は聞いております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 了解いたしました。そう

いった教育がますます進むことを望みます。 

  ⑴番の再質問は終わりまして、続きまして、⑵、

⑶は関連していますので一括で質問をいたします。 

  ごみ発生抑制の推進は、先ほど重要な課題だと

ご答弁をいただきました。本市の生ごみの廃棄物

量は40％と先日の山本議員への答弁にありました

が、この中でまだ食べられるのに捨てられている

という食品の割合は、わかりましたらお伺いいた

します。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 本市の食品ロスの量

というお尋ねでございますが、今、議員おっしゃ

るように、燃えるごみの中の４割が生ごみという

組成調査の結果が出てありますので、27年度の本

市の生ごみの量、それから想定しますと約年間１

万4,500ｔが生ごみとして焼却されているという

想定になります。そのうちどれくらい食べられる

のに捨てられたごみか、いわゆる食品ロスかとい

うところについては、本市ではそこまでは詳細な

調査はしておりません。 

  ただ、先ほどお話の出ました松本市でその辺の

詳しい調査をしておりまして、全体の生ごみの約
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３割が食品ロスという調査結果がホームページに

出ております。このデータをそのまま引用させて

いただきますと、１万4,500ｔの生ごみのうち３

割というところで約年間4,300ｔの食品ロスが、

ざっくりとした推計になりますが、4,300ｔの食

品ロスが生まれているのではないかと推測される

ところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 年間4,300ｔの食品ロス

があるということでした。また、一般廃棄物処理

基本計画の見直しの中で、食品ロスについても検

討していくとのご答弁をいただきましたが、食品

ロス削減目標値もこの中で設定をするかお伺いを

いたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 議員おっしゃるとお

り、その目標値を定めて具体的にその目標値に向

かって対策を立てていくというのは非常に効果的

なことだと思っております。例えば先ほど言いま

した、生ごみじゃなくて食品ロス年間4,300ｔと

いうのを、これを例えばこの数字だけですとぴん

ときませんけれども、これを例えば年間１人当た

りにしますと約37㎏になります。37㎏といっても

余りぴんとこないですけれども、消費者庁の計算

によりますと、大体これは年間ご飯茶碗250杯分

に相当するという試算になります。そういうこと

からも、具体的な目標値を掲げて、それに向かっ

て推進していくというのは非常に効果的だと思い

ますので、その辺は一般廃棄物処理基本計画の見

直しの中で考えていきたいなと思っているところ

であります。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） ぜひよろしくお願いいた

します。 

  京都市におきましては、地方自治体で初めて食

品ロスの削減目標を示しました。平成４年以降、

５年に一度、家庭で出る生ごみの組成調査を実施

しているんですが、平成20年度に実施された組成

調査をもとにどのくらいの費用が無駄になってい

るのかを試算したところ、１世帯家族４人とした

場合、１年間で約６万円プラス可燃ごみを処理す

る費用5,000円、合計６万5,000円を無駄にしてい

るという調査結果が出ています。この結果を聞い

てどきっとしたのは、私だけではないと思います。

今まで食品ロス削減に取り組もうという言葉は何

となく耳にしていることもあったとは思うんです

が、とはいっても、どこか人ごとで漠然としてい

てつかみどころなく、共感はできても実行するに

は動機づけが弱い感じでしたが、具体的に１家族

４人で１年間６万5,000円を捨てていたのかと無

駄にしていたのかと思うと、途端にもったいなく

なります。主婦としてはそう思います。６万

5,000円節約したら、とてもうれしいです。 

  そこで提案なんですが、組成調査をするのはと

ても大変ですし、費用も人件費もかかりますので、

各家庭でチェックができる食品ロス額チェックシ

ート的なものを作成して、環境家計簿を今出して

おりますが、そのように配布をしたらいかがでし

ょうか。例えば賞味期限が切れてしまって捨てち

ゃったとか、あとはちょっと冷蔵庫の中で、これ

食べられないかなと思ってしまった野菜を捨てち

ゃったとか、そういった捨てたものの値段ですね、

それを家計簿のようにつけていきます。そうする

と、大体どのくらい自分で食品を無駄にしてしま

ったのかなというのがわかるので、ちょっと節約

しなきゃなという意識づけになると思うんですけ

れども、そういったことが今まで見えなかったこ

とが具体的に見える化すると、各家庭での意識づ

けになって食品ロスの削減に向けて、先ほど目標
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値を設定するということでしたが、そこに向けて

の取り組みも足腰軽くなるかと思いますがいかが

でしょうか、お伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 各家庭における、そ

のチェックシートをつけるというところで、自分

のところでどのくらい食品がロスしているんだろ

うと、例えばそれが議員おっしゃるように金額で

あるとか、具体的な数値に置きかえたときに、ま

さにもったいないという意識が働く。これが大切

なんだろうと思っております。ですので、どのよ

うな形でチェックシート、中身についてはこれか

ら検討したいと思いますが、そのような形でチェ

ックシート的なものをイベントなどで配布する、

そんなことを検討していきたいと思っております。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） ぜひよろしくお願いいた

します。また、ホームページなどにアップするな

どして利用していただければと思います。 

  続きまして、事業所、飲食店への取り組みとし

ましては、ドギーバッグという持ち帰り用のバッ

グがあるんですけれども、そのドギーバッグの推

進についてお伺いします。ドギーバッグと言われ

ても、余りぴんとこないかもしれませんが、例え

ば盛りのいい飲食店なんかでは、お持ち帰りオー

ケーでタッパに、タッパではないですね、こうい

うプラスチックのものに持ち帰りオーケーの店も

ありますけれども、そういったお持ち帰りオーケ

ーの店舗は余り多くないと思います。お店によっ

て事情はさまざまあると思いますが、食品ロス削

減ということを考えたときに、食べ残したものを

持ち帰ってお家で食べようよというのも、ロス削

減に向けてとても有効な手段ではないかと思うん

ですが、協力してくださるお店に例えばドギーバ

ッグあります、お持ち帰りオーケーですというよ

うなものを張っていただいて、そういうのが張っ

てあると、お客様の立場としてはとても言いやす

くなると思います。そういったものを提案しつつ、

お客様もお持ち帰りしやすいようにしてはいかが

でしょうか、お伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） ドギーバッグにつき

ましては、なかなか食品を持ち帰るという中で、

例えば食中毒とかそういう問題があって、事業所

にとってもなかなか踏み切れないところも多いの

かなと思っております。そんな中で食品ロスにつ

ながるということは間違いはございませんので、

市として何ができるかこれから勉強させていただ

きたいというふうに思っております。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） ぜひご検討いただければ

と思います。昨年11月から東京の立川グランドホ

テルでは、途上国の子どもたちのために食料支援

につながるドギーバッグ、お裾分けボックスとい

うものの使用を開始しました。これは創価大学の

西浦ゼミが発案した幸せおすそわけプロジェクト

に協力し実施するものです。これは、ケニアのス

ラム街で暮らす小学生の絵を描いたドギーバッグ

をホテルや飲食店に導入して、バッグ１個につき

現地の１日分の給食費12円が協力団体を通じて送

金される仕組みになっているものなんですが、日

本では食べ物を捨てている一方、世界では十分に

食事にありつけない子どもたちがいることに目を

向けて、食品ロス削減と途上国貢献の両立の実現

に向けて製作をしたようです。今後このような取

り組みもまた運動も広がることを望み、この質問

を終わりにいたします。 

  ⑷番につきましては了解をいたしました。現在
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のところ、備蓄においては食品ロスがないように

努めていらっしゃるということでしたので、了解

をいたしました。 

  続きまして、⑸番に移ります。 

  松本市のお外で残さず食べよう！30・10運動と

いう取り組みなんですが、こういった取り組みが

なぜ始まったかということなんですけれども、会

食とか宴会時の食べ残しが多いことから始まりま

した。今のところ、ほかの自治体での取り組みを

注視してまいりたいという答弁をいただきました

が、この取り組みについて効果があったかどうか

松本市に問い合わせをしたところ、生ごみ自体の

組成調査は今のところできてはいませんが、ごみ

の総排出量はこの30・10運動をやることによって

減ってきていることから、効果はあるのではない

でしょうかということでした。また、ポケットテ

ィッシュやコースターなども作成し、飲食店や事

業所に配布をしたそうです。そうしましたら、コ

ースターが欲しいとかティッシュペーパーもっと

欲しいということで追加注文も入って、大変好評

だということでした。 

  また、同じような取り組みは佐賀市でも始まっ

ておりますし、違う名称で行っている自治体もあ

りますので、この運動は今じわじわと全国に広が

りつつあります。本市におきましても、食品ロス

削減や食べ残し削減の意識づけをするためには注

視ではなく、まずは実行したらいいのではないか

と思いますがいかがでしょうか、お伺いをいたし

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 30・10運動に対する

取り組みというところでございますが、宴会料理

出すほう、お店に対して指導とかこういう働きか

けというのはなかなか難しいのかなと思います。

それは今後勉強させていただきたいと思います。 

  ただ、宴会の料理を提供されるほう、消費者側

としては、例えば市の職員の宴会とか、その形、

市の職員の宴会のときに取り組むというところは

可能だと思っておりますので、試行的に生活環境

部の宴会においてその辺はやってみたいかなと思

っております。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） ぜひよろしくお願いしま

す。そういった会の進め方のマニュアルなんかも

松本市のホームページに出ておりますので、そう

いったことを参考にされながらまずやってみて、

ああ、よかったわということでまた広がることを

望みまして、今後の取り組み、またそういったも

のに期待をしまして１番の質問を終わります。 

  ２番、孫育ての取り組みについて。 

  近年働く女性が増加する中、本市においても共

働きの夫婦が祖父母に育児を依頼している家庭は

多いのではないでしょうか。共働きの夫婦にかわ

り祖父母が育児を担う機会がふえている一方、子

育てに関する世代間のギャップによるトラブルや

孫育てに不安を抱く祖父母もいます。現在主流の

育児方法や世代間の子育てへの意識の違いについ

てお互いに理解を図ることは、子育てや孫育てを

する上で重要であると考えることから、以下につ

いてお伺いします。 

  ⑴子育て孫育てをする家庭にとって教科書とな

りジェネレーションギャップを埋めるためのツー

ルとなる、岐阜県で作成しているような那須塩原

版「孫育て手帳」を作成する考えはあるかお伺い

します。 

  ⑵「いまどきの子育てとは？」「昔と今の子育

ての違い」などを教える孫育て講座の開催につい

てお伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員の質問
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に対し答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） それでは、星議員

の孫育ての取り組みについて順次お答えいたしま

す。 

  初めに、⑴の「孫育て手帳」を作成する考えが

あるかについてお答えいたします。 

  岐阜県では、祖父母が孫やその親と良好な関係

を築きながら、子育てのよりよいサポーターとな

ってもらうという目的で孫育てガイドブックを発

行して、祖父母世代からの孫育てに関連した相談

事例をもとに、子育てに関する世代間ギャップを

解消するためのノウハウや、現在主流の育児方法

等を紹介していることは存じ上げております。 

  子育てにつきましては、祖父母は一番身近な先

輩でありまして、祖父母と良好な関係を保ち協力

して子育て・孫育てをしていけることは、子育て

中の親御さんにとっても大きな安心となることは

間違いないと考えております。 

  一方、身近であるがための過度な干渉や子育て

方法の違いによるお互いのストレスをなくし、良

好な関係を保つための一つのツールとしてこの孫

育て手帳が活用され始めているというニュースも

最近目にしております。 

  今のところ那須塩原市では作成する予定はござ

いませんが、先進地の情報は今後も注視してまい

りたいと考えております。 

  続きまして、⑵の孫育て講座の開催についてお

答えいたします。 

  孫育て講座につきましても、講座の開催の予定

はございませんが、先ほどと同じように、先進地

の情報等を今後も注視してまいりたいと考えてお

ります。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） それでは、順次関連して

おりますので一括で質問をいたします。 

  先進地の情報は注視するということで先ほどご

答弁をいただきましたが、岐阜県で発行したきっ

かけは、子育て相談に祖父母とあとはお父さん、

お母さんとの子育てについてのかかわり方という

ものに対して相談があったというのが始まりだそ

うです。当初、こういった孫育てガイドブックな

んですが、こういったものを当初8,000部発行し

ておりましたが、とても反響が大きくて現在３万

部と増刷しています。お父さん、お母さんが直接

おじいちゃん、おばあちゃんに言えないことも、

この孫育てガイドブックを渡すことで、今の子育

て方法を理解してもらうことができるということ

でした。このガイドブックには、祖父母の声も記

載されておりますし、双方の思いが客観的にわか

るようにつくられております。また、お互いの距

離感も、これを読むことによっていいあんばいに

保てるそうです。 

  また、これを参考にしながら、さいたま市が最

近発行しましたが、さいたま市のほうにもその反

響といいますか、どういったことでつくったので

すかということをお聞きしました。きっかけとし

ましては、さいたま市におきましては共働きの核

家族が多く、子育ての協力者がいないというのが

お父さん、お母さんの悩みだったということで、

そこを解決するのに時間にゆとりのあるおじいち

ゃん、おばあちゃんたちに育児の担い手になって

もらうことを目的にこういったものがつくられた

ということです。 

  おじいちゃん、おばあちゃんからは、とても気

になっていた今どきの子育て事情というものがわ

かってとてもよかった。また、親、お父さん、お

母さんは、おじいちゃん、おばあちゃんに言いに

くいこともこれがあると伝えられるということで
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とても好評で、当初発刊１万部でしたが、これが

１カ月で完了し、現在２万部を増刷して正直びっ

くりしているそうです。 

  女性の脳というのは、前頭前野が発達をしてい

て、ここは記憶を長期保存するところなんです。

なので、例えば不愉快な気持ちを長く記憶する特

徴がありまして、しかも時効がないのでずっと長

年保存している傾向があります。よくそういった

気持ちが残る場合があります。マタニティブルー

とあるように、出産後の女性はホルモンバランス

の崩れで精神的にもデリケートになっております

し、なれない育児を一生懸命やっている中でネガ

ティブな言葉をかけられると、物すごく落ち込ん

でしまったり、不快なものだったとずっとその気

持ちを記憶していくものです。私もそうでしたけ

れども、小さなとげが刺さったまま、それがずっ

といやされることはないのです。 

  それを踏まえた上で、ガイドブックを見たとき

に、これは私本当もっと早く読みたかったなと思

いました。自分自身もおじいちゃん、おばあちゃ

んに対してとても反省するところもたくさんあり

ました。それを気づかせてくれるものとなってお

ります。今すぐ発行は難しいと思われますが、例

えば岐阜県のホームページからダウンロードして

教材として使用したり、保健センターなどで参考

として置くのは、利用していただいて大丈夫です

という岐阜県の担当の方はおっしゃっておりまし

たので、まずはお父さんやお母さんたちにこうい

ったものを見てもらって感想を聞いたり、健診か

市のイベントなどで付き添ってくるおばあちゃん

たちにも読んでもらったりして、こういったもの

があったらいいですか、どうですかというアンケ

ートをとるのはいかがでしょうか。そこで好評な

らば再度検討していただき、那須塩原市版を作成

するなどは可能かどうか改めてお伺いをいたしま

す。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） ただいまの議員の

ご提案、いろいろ岐阜県のところにもお問い合わ

せをいただいたり、非常に参考になるお話を今い

ただいたと思います。 

  今後につきましては、保健福祉部とも相談しな

がら、先ほどお答えしましたように、研究をして

いきたいというところで、やはり特におじいちゃ

ん、おばあちゃんとのトラブルというのを直接的

に市民から聞いているというわけではございませ

んが、当然長年いろいろなやはりトラブルはあっ

たのかとは思います。お互いに歩み寄って理解し

合わないと、子育て、孫育てをしていけないとい

うのは当然ですし、本市で平成25年に子育てに関

するニーズ調査というものをしたときに、一番身

近に子どもさんを見てもらえる親族とか子育てに

ついての相談をする親族、知人はいますかという

アンケートの調査におきましても、当然祖父母と

いうお答えが多かったことでございます。さいた

ま市では、身近に子育てを手伝ってくれる祖父母

がいないという悩みがあるというお話でしたけれ

ども、本市におきましては、幸いなことに子育て

をサポートしてくれるおじいちゃん、おばあちゃ

ん世代が結構身近にいる現状もありますので、当

然のことながらその辺いろいろな状況を鑑みなが

ら、議員のご提案のことにつきましても、今後の

検討の中でそういうものをガイドブックをどう生

かせるかも含めまして研究をしていきたいなと考

えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） ぜひ研究してください。

よろしくお願いいたします。 
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  また、孫育て講座についてなんですが、予定は

ないということでしたが、先ほど提案させていた

だきましたアンケート調査の中で、やるかやらな

いかはわかりませんが、その１項目に講座があっ

たほうがいいかどうか入れてもらいまして、あっ

たほうがいいと、孫育て講座あったほうがいいわ

というような回答があれば、ぜひ開催したらいい

のではないかと思いますが、その辺はいかがでし

ょうかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 先ほどの答弁と重

なることもありますけれども、その孫育て講座を

やるかどうか、アンケートをとるかどうかも含め

まして、今後研究をさせていただければなと思い

ます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） ぜひよろしくお願いいた

します。 

  以上で２番の質問を終わります。 

  続きまして、３番に移ります。 

  ３、福祉サービスを含むワンストップ窓口の設

置について。 

  市役所の窓口においてワンストップ窓口を設置

している自治体がふえてきました。本市におきま

しても、子育てに関する相談や申請などは子育て

支援課でワンストップとなり、大変に便利になり

好評です。子どもの貧困対策や生活に困窮する高

齢者の支援、または障害を持っている方への支援

など、福祉支援は幅が広く支援の分野もさまざま

です。 

  現在、本市の市民相談窓口もたくさんあります

が、幼児から高齢者、障害を持っている方も簡単

に電話をしたりスマートフォンやインターネット

で簡単につながり支援に結びつくよう、以下につ

いてお伺いします。 

  ⑴福祉サービスのワンストップ窓口の設置につ

いてお伺いします。 

  ⑵高齢者や子ども、障害を持っている方などが

生活する上で困ったことを気軽に簡単に相談でき

るワンストップダイヤルの導入についてお伺いし

ます。 

  ⑶各課を結ぶコーディネーターとして社会福祉

士など福祉分野の専門家によるソーシャルワーカ

ーの配置についてお伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員の質問

に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 星宏子議員の福祉サービスを

含むワンストップ窓口の設置についての質問に順

次お答えをいたします。 

  初めに、⑴のワンストップ窓口の設置につきま

しては、平成26年度に窓口サービス向上委員会の

中で検討をいたしました。西那須野支所と塩原支

所については、おおむねワンストップ窓口に近い

形に設置できているものと評価をいたしましたが、

本庁の窓口については、面積的・構造的に設置す

るのが大変困難であるため、新庁舎において設置

を検討するとしたところであります。 

  次に、⑵のワンストップダイヤルの導入につい

てと⑶のソーシャルワーカーの配置については関

連がありますので、あわせてお答えをいたします。 

  ご質問の福祉に関する総合的な電話相談や各課

を結ぶコーディネーターの配置については、特定

の分野に関する専門性のみならず、福祉を含む行

政全般に相談者が求めるレベルの知見を有する人

材が必要となります。今後、どの程度のサービス

まで可能になるかについては研究をしてまいりた

いと考えているところであります。 
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  答弁といたします。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） それでは、順次再質問に

移ります。 

  ⑴番のワンストップにつきましては、新庁舎に

おいて設置を検討するというご答弁をいただきま

したので、市民にとって利便性がよくなるような

配置、配慮のほうをお願いしたいと思います。 

  また、⑵、⑶につきましては一括で再質問させ

ていただきます。 

  現在のワンストップダイヤルといいますと、本

市で行っていますのは、小中学校で配布している

ＳＯＳカードというものがありますが、このＳＯ

Ｓカードを利用しまして子どもからの電話相談は

ありましたか、お伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 小中学生ＳＯＳカ

ードでございますが、子育て支援課で配布させて

いただいているものでございます。今まで相談が

あったかということなんですが、四、五年前に１

件あったという話は聞いております。あとは、い

ろいろな相談があったときに、このカードを見た

かどうかとまず確認をしているわけではないので、

なかなかこのＳＯＳカードが活用されて電話が来

たかどうかというのを統計をとることは難しいで

す。 

  一番このＳＯＳカードの効果としては、やはり

子どもたちがこういう相談先があるよという安心

感が持てるというのと、例えば親御さんがちょっ

と虐待してしまいそうだというときには、相談す

るところがあるよという周知にもつながっていく

のではないかというところで、例年、夏休み前に

子どもたちの手元に届くように配布をさせていた

だいているところです。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） ＳＯＳカードは、うちの

子どもたちも学校からもらってきていますので、

夏休み前に配布されているのもわかるんですが、

例えばそのＳＯＳカードなんですが、幾つも電話

番号が書いてあります、何々課、何々課で番号が

幾つも書いてあるんですけれども、幾つも電話番

号があると逆にどこにかけていいのか迷ってしま

うと思います。できれば番号は１つにしてわかり

やすく表示をして、例えば相談内容も困っている

のは子どもだと思いますので、子どもが例えばみ

ずからここに電話をかけてみようかなと思わせる

ような絵と言葉で作成するのはいかがでしょうか、

お伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） ＳＯＳカードのデ

ザインの工夫というところで、本年度はもう進め

てしまってすぐにというのは難しいということで、

担当のほうからは回答を得ております。 

  ただ、今後につきましては、議員のご提案のと

おり、子どもたちにより見やすく、わかりやすい

デザインも含めまして改善の方向で検討していき

たいと考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 了解しました。よろしく

お願いしたいと思います。 

  このような質問をするのは、現在ワンストップ

ダイヤルということを含めましては、本市で行っ

ているのはこのＳＯＳカードだけということだっ

たので質問させていただきましたが、福祉に関す

る相談といいますのは、立場の弱いと思われる

方々の相談だと思います。例えば高齢者でしたり
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とか障害をお持ちの方だったりとか、そういった

方がみずからの意思で助けを求めることができる

窓口が必要だと考えたから、ここで質問をさせて

いただきました。 

  それで、まず、こういったワンストップダイヤ

ルを例えば設けたとして、その電話をもらった上

で、それを実際の支援につなげるということに関

しましては、各課を結ぶコーディネーターや支援

体制を整えていくコンシェルジュ的な役目を持つ

人がこれから今後必要になってくると思いますが、

そこでお伺いをいたします。 

  子どもに関する窓口としましては子ども未来部、

高齢者に関する相談としましては地域包括支援セ

ンターなどがありますが、障害者の方用のワンス

トップ相談窓口などはありますか、お伺いをいた

します。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 障害者の方に対す

る総合窓口、ワンストップ的な相談場所はあるか

というようなお問い合わせですけれども、実際に

は市役所のそれぞれの障害担当の窓口が毎日障害

者に対するお電話とか直接窓口でのお話をいただ

いております。そういったところで相談を受けて

おります。 

  ただ、実際に障害に関する、いろいろな障害が

あります。身体障害や知的障害、そして精神障害

とかそういった障害がありまして、それぞれ相談

の内容も非常に高度なもの、難しいものも当然ご

ざいます。そういったところにつきましては、や

はり現在のところは、市町村独自でやはり解決す

るまでの人材を窓口に配置するというような、そ

ういうところまでは至っておりません。当然毎年

研修などにおきまして職員のスキルアップは図っ

ているんですけれども、そういったところを解消

するために、現在なんですけれども、特に障害の

相談窓口ということでは、県北の２市１町で２カ

所ほど場所を設けて専門的な相談の窓口となって

いたり、または直接家庭に出向いて相談をしたり

というようなことをやっております。 

  １つは、大田原市にあるんですけれども、これ

は那須地区障害者相談支援センターというところ

がございまして、こちらは身体障害とか知的障害

に関して相談を受けているところでございます。

そういったところと、もう一カ所は那須塩原市内

にございまして、これは精神障害について相談と

か支援を行っているところでございます。名称と

いたしましては地域生活支援センターというとこ

ろで、民間のＮＰＯ法人、そういったところが行

っておりまして、これは県北の２市１町がそれぞ

れの事業所と委託契約を結んで相談をお願いして

いるというようなところでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） そうしますと、知的障害

と身体障害の方は那須地区障害者相談支援センタ

ー、精神的な障害をお持ちの方は地域生活支援セ

ンターということで２カ所に分かれて対応してい

るということでしたが、例えばそれを１つにしま

して、支援の窓口とする那須塩原市のみでの障害

者相談支援センター、全部一緒ですね、知的、身

体、精神全てワンストップということで窓口、セ

ンターですね、そういったものを設置するのはい

かがでしょうか、お伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） お答え申し上げま

す。 

  確かに議員おっしゃるように、障害者の方が身

近な場所で気軽に相談ができる場所というものの
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確保というのは大切なことだと思っております。

現在そういったことがなかなかできない状態にな

っておりますけれども、ただ、こういったことを

各自治体がそれぞれ行うというようなことにつき

ましては、現在、共同でこういう場所を設置して

行っていることから、やはり２市１町の中でしっ

かりと今後のことについて協議を行わなければ、

すぐには進められないことだと思っております。 

  また、あわせて市町村独自でやるということに

なると、人材の確保とかそういったいろいろな問

題も出てくると思いますので、そういったところ

も含めまして今後検討が必要かというふうに思っ

ております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） ぜひ慎重にご検討をいた

だいた上、検討研究していただければと思います。 

  こういった提案をさせていただいた理由としま

しては、福祉サービス、福祉というのはとても分

野はさまざまですが、福祉サービスのワンストッ

プというものを確立するために考えたときに、子

育てに関しましては子育てセンター、高齢者は地

域包括支援センターと２つあります。抜けている

のが障害に関するものでその障害者センター、そ

ういったものが３つ窓口がそれぞれできるのであ

れば、今度は３分野での窓口が確立をされるため

に、センター同士の横の連携がとりやすくなりま

す。そうしますと情報共有がしやすくなるととも

に、個人の支援だけではなく、困り感のあるのは

例えば実は個人ではなく家庭での困り感だったと

した場合に、高齢者の方がいてそのお子さんが障

害をお持ちの方だったりとか、それはもう多岐に

わたります。そういったことで一人一人の支援で

はなく、一世帯の支援としてどういったことの対

策がとれるか、支援があるか、サービスがあるか

ということをトータルしたサービスを無駄なく迅

速にかつ的確にできるようになると考えたからな

んですが、そういったものはいかがでしょうか、

お伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） お答え申し上げま

す。 

  今のご質問は、福祉に関する総合的な相談に対

して対応できるような体制というか、人的な配置

ができればいいのではないかなというような内容

かと思いますけれども、確かに福祉の窓口にいら

っしゃる方というのは、年齢的には結構高齢者の

方が非常に多いというようなところがあります。

または障害とかいろいろな生活に悩みというか、

そういうのを抱えて来る方がいらっしゃいます。

その悩みとか問題というのも確かに福祉の高齢者

の問題とか、高齢者の介護の問題とか、障害の問

題、そして生活の困窮の問題、さらにはそれ以外、

福祉以外のところでも消費者の問題とかあとは税

の問題、そして年金や医療のこと、さまざまなも

のを抱えていらっしゃいます。そういったところ

をやはりどういう部分が一番困っているのかとい

うところをまず受けとめて、ある程度どこから解

決していいかというか、そういうところを整理し

てあげる役割というような人材というのもやはり

必要だと思っております。そのあたりをしっかり

と整理してあげれば、それぞれ関係する部署へス

ムーズにつないで、解決も早くなるのではないか

なというところが考えているところでございます。 

  ですから、今後は、当初、市長も申し上げたと

おり、ワンストップ的な窓口というかその対応の

設置につきましては、新庁舎に向けまして、でき

る限り住民の方にとって相談しやすいようなワン

ストップに近いような形について、調査や研究を
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重ねてまいりたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） ぜひそういったことで検

討いただければと思います。人材ということでは、

本当に各課をまたぐので大変だと思います。そう

いった人材を育てるというのは、一朝一夕にはい

かないとは思いますが、福祉のことにつきまして

は、コンシェルジュ的な役目を果たす人を窓口に

配置することにより、例えばそこに業務にかかわ

る職員の方の仕事の効率化を図ることもできると

思いますし、なおかつ市民側からは適切な的確な

アドバイス等支援サービスを受けることができる

ようになりますし、双方にとってプラスとなると

思います。こういった福祉のプロとしてのコンシ

ェルジュを窓口に置くことを今後のそういったこ

との導入に期待をしまして、私の一般質問を終わ

りにします。ありがとうございました。 

○議長（中村芳隆議員） 以上で、２番、星宏子議

員の市政一般質問は終了いたしました。 

  ここで10分間休憩いたします。 

 

休憩 午前１０時５９分 

 

再開 午前１１時０９分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 吉 成 伸 一 議員 

○議長（中村芳隆議員） 次に、17番、吉成伸一議

員。 

○１７番（吉成伸一議員） 公明クラブ、吉成伸一

です。市政一般質問を行います。 

  １、公共データの民間開放（オープンデータ）

の活用について。 

  オープンデータとは、行政が保有する公共デー

タを二次利用できる形で開放し、それらのデータ

を民間企業や団体が編集・加工することで、まち

づくりやビジネスに生かしていく取り組みのこと

を言います。 

  政府のＩＴ総合戦略本部が取りまとめた世界最

先端ＩＴ国家創造宣言でも、公共データの民間開

放（オープンデータ）の推進が筆頭に掲げられて

おり、国の成長戦略の中でも重要な施策として位

置づけられています。現在策定中の第２次那須塩

原市総合計画の中でもオープンデータの活用はう

たわれていると思います。以下についてお伺いい

たします。 

  ⑴全国の自治体では、先進的な取り組みが行わ

れているところがあります。メガネフレームで有

名な福井県鯖江市や千葉県流山市、横浜市など、

幾つもの自治体がネット上で紹介されています。

また、１月には総務企画常任委員会が福岡県久留

米市のオープンデータの活用の取り組みについて

視察を行っております。本市のオープンデータ活

用に対する考え方をお聞かせください。 

  ⑵オープンデータ活用により市民生活の利便性

向上につながる分野として、防災・子育て・医

療・福祉・観光などが挙げられます。今後のオー

プンデータ活用推進のスケジュールを伺います。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） それでは、１、公共デー

タの民間開放（オープンデータ）の活用について、

⑴と⑵は関連がございますので一括してお答え申

し上げます。 



－163－ 

  オープンデータにつきましては、国においては

電子行政オープンデータ戦略等で取り組みを進め

ているところであり、官民協働による公共サービ

スの提供、企業等がデータの編集、加工、分析な

どを行い、市場経済活動の幅広い段階で活用する

ことによって、経済の活性化、新規事業の創出な

どが期待されております。 

  こうした流れから、本市におきましても平成27

年度から那須地域定住自立圏における共同事業と

して、大田原市、那須町、那珂川町と事業化に向

け調整を図っているところでございます。 

  今後のスケジュールにつきましては、本市のホ

ームページ等で公開している防災や子育て、医療、

福祉、観光などのデータについては、二次利用が

可能な形式で那須地域定住自立圏オープンデータ

ポータルサイトへの登録が完了しておりますので、

早期に一般公表したいと考えております。 

  また、大田原市、那須町、那珂川町のデータに

つきましては未登録となっておりますので、当面

は本市が先行する形となりますが、広域的にデー

タを利活用することにより、より効果的な運用が

期待できることから、今後、速やかな登録を働き

かけてまいりたいというふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） それでは、⑴、⑵一括

して再質問させていただきます。 

  オープンデータの活用については、ただいま答

弁があったように、那須地域定住自立圏共生ビジ

ョンがもう示されているわけですけれども、その

中でオープンデータ推進事業ということで４つの

市町で今後進めていきますよと、当面については

那須塩原市が中心で行っていくということで、た

だいまの答弁も那須塩原市が先行して既にポータ

ルサイトには登録済みだというお話があったわけ

ですけれども、実際にあの資料を見た中では、年

間の、年間といっても５年間ですかね、５年間の

事業費としては見込み額ですけれども1,641万

9,000円ほど計上されていたわけですね。これら

について事業内容と、それから他市はいつ返して

くれるんでしょうか。その点についてお伺いさせ

ていただきます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） お答え申し上げます。 

  ４市町の専用のポータルサイトの構築につきま

しては、今、議員お話しいただいたとおり、５年

間の長期継続契約というところの中で1,641万

6,000円の契約額ということになっておりまして、

契約期間につきましては昨年10月26日から平成32

年３月31日まであるということでございます。そ

の業務内容につきましては、データを公開するに

当たってのルールの作成であったり、あるいはデ

ータのフォーマットの設計であったり、あるいは

変換作業であったり、さらにはこれの一番重要な

お話でございますが、専用のデータカタログサイ

トの構築、さらにはそれらの運用保守というよう

な業務内容ということになっております。 

  そんな中で、本市につきましては、議員これお

話しありましたが、平成27年度の中で私どもの必

要な登録データについては既にサイトのほうに登

録したということになっておりますので、あとは

関係市町と協議をする中で、うちが先行する形で

いつからやるかというようなところは、もう相談

すればすぐに公開ができるような状況になってお

りますが、それ以外にほかの市町がいつからとい

うことにつきましては、今後の協議ということに

なりますので、我々としては速やかにということ

でお願いしたいと思いますが、協議内容によって

はことしデータを登録する市町村もあるでしょう

し、来年になる市町もあるというふうに思ってい
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るところでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） 実際にその那須地区定

住自立圏オープンデータポータルサイトにアクセ

スはしてみました。その中に出てきたデータとし

て那須塩原市全体に関するデータ、これが一番多

いわけですけれども154件、それから統計書に関

するデータとして97件、それから施設案内、公共

施設ということが主だと思いますが、それらのデ

ータについて50件、そして教育・文化・スポー

ツ・生活に関するデータ、これが36件ということ

で既に登録がされているわけですが、大田原それ

から那須町そして那珂川町については、これから

もなるべく早く立ち上げて登録してほしいという

ことは働きかけていくということでありますが、

実際には那須塩原市が先行しているわけですから、

それらの先行していることに対しては３市町には

アドバイスができるわけですね。それらを鑑みる

と、大体いつぐらいに実際には登録が可能なんで

しょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 先ほども答弁申し上げま

したが、極力早くというようなところで３市町に

はお願いをしてまいりたいというようなところで

ございます。そんな中でやはり素早く取り組んで

いただけるところに関しては、今年度の中で登録

完了ができると思いますし、ちょっとデータの整

理等に時間がかかる市町につきましては、１年後

発になってしまうのかなというふうに思っている

ところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） 実際に那須地域定住自

立圏共生ビジョンの中で重点テーマというのが２

つほど挙げられているわけですけれども、その２

つの重点テーマ、地域のエネルギーそれから食料

等の自給構造の確立推進、そしてもう一点が他地

域との差別化を通じた人口交流、定住人口増とい

うことで、特にこれらに関して３つのポイントが

挙げられているわけですね。１つが公共交通、そ

して観光、環境、この３つの分野に取り組んでい

くということになっているわけです。そうすると、

このオープンデータの利活用によって、これらに

ついてはどんなアプリが開発されると予想される

か、もしお考えがあればお伺いしたいと思うんで

す。 

  例えば公共交通なんかは、当然それぞれ４市町

で違いますので、それらをうまくネットワーク化

してわかりやすいアプリなんかができれば、非常

にいいのかなという気がするんです。テレビでよ

くありますね。ローカルバスでつなぐ旅みたいな

番組がありますけれども、あれなんか非常に苦労

しながら、番組としては苦労しないと成り立たな

いということはあるんだと思うんですが、逆にこ

ういったものがオープンデータが立ち上がれば、

そういったスムーズなアクセスができるようなア

プリというのを開発されるのかなという期待をし

ているんですが、どのようにお考えでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 今、議員ご指摘のとおり、

オープンデータを活用していただいて、いろいろ

な市民にとって利便性の高いアプリというものが

でき上がってきて、それを公開してもらうという

ことが動きとしてありますし、それは１つの狙い

として考えているところでございます。 

  そんな中で具体的に何かというようなお話で、

定住自立圏のテーマなんかと照らして何かという

ことでございますが、これも議員お話しいただき
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ましたが、市営バスというのがございますね。私

どもにすればゆ～バスということでございますの

で、せっかく３市町、４市町ですね、失礼しまし

た、４市町の中でオープンデータサイトというも

のをつくるわけですから、要は４市町間のバスの

連絡調整といったものがうまくいくようなアプリ

だとか、そんなものはきちっとできるような仕掛

けをしていきたいなというふうに思っていますし、

それ以外にもやはり公共施設全般の情報に関する

ことや、あるいは防災や子育てに関すること、あ

るいは病院情報、細かいことになりますが、ＡＥ

Ｄの設置情報などもありますので、そういう部分

で多方面にわたって４市町の市民あるいは住民の

皆さんの利便性の向上に寄与するようなアプリが

できるような、そんな仕掛けというものもしてい

かなくてはならないというふうに思っております。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） それでは、那須塩原市

のホームページからこちらのデータ、ポータルサ

イトのほうにアクセスができるようにするのはい

つごろになるのか、あわせて今、部長のほうから

例えばということで幾つかの例を挙げていただき

ましたけれども、私なんかは、那須塩原市の百景

とかそれから那須塩原市検定とか、そういったこ

とも大いに考えられるんだと思うんですが、これ

は１つ提案ですけれども、先進地では既にやって

おりますけれども、オープンデータを利活用した

アプリケーションのコンテストなんかを開催して

はどうかと思うんですが、あわせてお伺いをいた

します。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） ２点ございました。 

  まず、１点目は、那須塩原市が先行する形では

ございますが、このオープンデータサイトという

ものをいつ公表するのかということでございます

が、こちらは４市町というか、うちを含めないと

３市町になりますが、３市町の皆さんに我々先行

しますよというお話だけをもう一回再度した上で

ということになりますので、それ以外はもう準備

が整っていますので、遅くとも下半期の頭からと

いうようなところで10月の頭からは供用に向けて

まいりたいというふうに考えています。遅くとも

ということでご理解いただければと思います。 

  あと、もう一つは、そのアプリですね、民間サ

イドでアプリをつくってもらえるような仕掛けと

いうことでございますが、こちらにつきましては

鯖江市でもやっていらっしゃいます。あとは会津

若松市でもアプリの作成コンテストというものを

やっていますので、今後は、まだ供用はしていな

い状況ではございますが、今後はこういうものを

ちょっと勉強させていただきながら、本市として

も民間レベルによるアプリの作成といったものが

促進されるような仕掛けを講じてまいりたいとい

うふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） 答弁の中にあったよう

に、会津若松市なんかは、あそこに会津大学とい

う非常にそういったものにたけた大学があるとい

うことで、多分早かったのかなという気はするん

ですが、そのほかにも千葉県流山市なんかもコン

テストを既に開催をして、本当にいろいろなアプ

リが公表されていますね。 

  ですから、やはり今後このオープンデータを活

用するとなった場合には、やっぱり幾つもの、１

つは民間、それから企業、そして学というところ

でいけば大学であったり法人であったり、そこに

行政がかかわる。何者もかかわって、協働でこの

オープンデータ利活用の推進というのを図ってい

くべきだと思うんです。そのことによって当然地
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域の課題であったり市民の利便性の向上であった

り、それから地場産業の活性化にもつながってい

くだろうと思うんです。そうなった場合には、や

はりオープンデータ活用の研究会をさきに述べた

そういった団体と立ち上げて、研究会等的なもの

があったほうが、よりこのオープンデータの活用

というのは進むんじゃないかなと私は思うんです

が、いかがでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 利用促進するための研究

会ということでございますが、まだちょっと供用

までいっていないという状況の中で、とりあえず

こういう仕組みをつくりましょうというようなと

ころに関しては４市町ですね、那須地域定住自立

圏の構成市町の中で今までいろいろと議論してき

たという経過がございます。それを踏まえまして、

どうにか供用できるようなレベルにまいりました

ので、今後は、供用した後にはやはりそういうも

のが有効活用されるというようなところをしっか

り目指しまして、官民の組織による研究会的なも

のも研究させていただくということになるのかな

というふうに思います。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） ぜひ早い時期にそうい

った組織は立ち上げて、どんどん調査研究を進め

ていただきたいなと思います。 

  結びになりますけれども、先ほどもちょっと触

れましたけれども、オープンデータを地域防災に

生かしている千葉県流山市では、つくば市にある、

これは研究機関でありますけれども、防災科学技

術研究所とともにオープンデータと防災に関する

共同研究というのを実施しているんです。その結

果として、流山市内で例えば浸水地域とそれから

避難所を表示して、浸水が発生したときに安全に

避難ができる道路を確保するといった使い方ので

きるアプリケーションを既に開発されているそう

であります。 

  オープンデータはさまざまな利用で可能性が大

きく広がるものです。これからの本市のオープン

データの取り組みに大いに期待をして、この項の

質問を終わります。 

  それでは、２、英語教育について。 

  世界の公用語と言われるほど各国で広く使われ

ている英語は、世界百九十数カ国のうち英語を第

一言語としている国が12カ国で約３億4,000万人。

公用語、準公用語としている国が50カ国で約６億

人に上ります。また世界中の手紙やポストカード

の75％が英語で書かれているというデータもあり

ます。 

  本市は、これまで英語教育に力を注いできまし

た。ＡＬＴの小中学校全校配置を初め、夏のイン

グリッシュサマースクールの開催、また英語が使

える那須塩原っ子プログラムも作成されています。

以下についてお伺いいたします。 

  ⑴これまで英語教育に力を注いできたことによ

る成果をどのように捉えているか伺います。 

  ⑵本市における英検（実用英語技能検定）の級

別の受験者数と合格率を伺います。 

  ⑶本市として、英検の中学校卒業時における目

標は何級を想定していますか。また、英検の検定

料に対する補助制度の導入を図るべきではないで

しょうか、伺います。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） それでは、２の英語教育

についてのお尋ねに順次お答えしていきたいと思

います。 

  初めに、⑴のこれまで英語教育に力を注いでき
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たことによる成果についてお答え申し上げます。 

  市教育委員会が平成27年度末に実施をしました

英語に関するアンケート調査におきましては、

「英語が好き」と答えた小学生が89％、中学生が

67％となってございます。同様の類似した全国調

査と比べますと、小学生では17ポイント、中学生

では11ポイント高い数値となっておりまして、本

市の児童生徒の英語に対する興味・関心の高さが

うかがえるところでございます。 

  また、教職員からも、児童生徒の英語によるコ

ミュニケーション力が向上してきたとか、児童生

徒が自信を持って自分の思っていることを話した

り、やりたいと思っていることを行動であらわし

たりするようになったというような声が寄せられ

ております。 

  市教育委員会としましても、学校訪問や研修会

における教員の意欲的な取り組みの様子から、教

員自身のグローバル化に向けた意識改革が緩やか

に進んでいるという手応えを感じているところで

あります。 

  さらに、ここ数カ月、各種メディアからの取材

や他県・他市町からの行政視察がふえており、本

市の進める英語教育が時代を先取りしていること

のあらわれというふうに受けとめているところで

ございます。 

  次に、⑵の本市における英検の級別の受験者数

と合格率についてお答えをいたします。 

  英検につきましては、基本的に個人の意思に基

づいて受験するものでありまして、受験者数や合

格者数につきましては、学校や市の教育委員会に

おきましては把握をしていないという実態でござ

います。 

  なお、本市では、現在英検にかわるものといた

しまして、中学校３年生を対象に英語能力判定テ

ストを実施し、英語能力についての実態把握に努

めているところでございます。 

  最後に、⑶の英検の中学校卒業時における目標

及び英検の検定料に対する補助制度の導入につい

てお答えいたします。 

  国が示した指標を受けまして、本市におきまし

ては英語教育推進の成果指標として、平成29年度

末までに中学３年生の50％以上が英検３級程度の

英語力を身につけることを目標としております。 

  検定料の補助につきましては、その効果やそれ

に伴う経費を十分考慮した上で今後判断してまい

りたいと、このように考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） それでは、再質問いた

します。 

  本市においては、2014年度より全小中学校にＡ

ＬＴの配置をしたわけです。ＡＬＴが常駐化して

いるわけですけれども、それらについてもう少し

具体的な効果事例というのがあれば、お聞かせ願

いたいと思います。例えば以前にもお話しありま

したけれども、英語スピーチコンテストで好成績

をおさめたというようなものも、その事例の一つ

かなとは思うんですが、いかがでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） おっしゃるとおり、目に

見えてわかるものとしては、議員おっしゃったよ

うな英語スピーチコンテストにおける結果であろ

うというふうに思っております。あくまで私たち

が考えておりますのは、コミュニケーション力の

育成というものが大変重要であるというふうに考

えておりますので、そういった意味で、なかなか

客観的なデータとして出にくい部分もございます

が、このほかに考えられますのは、子どもたち特

に中学生海外交流事業なんかにおきましては、こ
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れまで子どもたちにとっては語学力のアップとい

うのが非常に大きな壁、課題であったわけですが、

これが研修の中でまさにマンツーマンでできると

いうことによって、子どもたちが大いに自信を持

ってオーストリアに向けて行くと、行けるという

ようなことが年々しっかりできるようになってき

ているというのも一つの成果であろうと思います。 

  また、先ほど意識調査にありましたとおり、子

どもたちは臆することなく日本人以外の外国人の

方にも積極的にこちらから近づいていく、コミュ

ニケーションを図ろうとする、そういう態度は日

に日に高くなっております。特に小学校６年生あ

るいは中学校３年生の修学旅行におきまして、行

った先で出会う外国人に対しては、見事にこちら

から積極的に近づいていってコミュニケーション

をしようと、自分の持っている力を試そうと、試

そうという言い方は変な表現ですけれども、使っ

てみようというそういう気持ちがどんどん出てき

ているというのは、これは非常な成果の一つでは

ないかなと、こんなふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） 本当に今の子たちとい

うか、那須塩原市では当然英語教育に力を入れた

その成果として、今、教育長がお話があった部分

だと思いますけれども、我々の時代では本当に考

えられないですね。一つは、外国人が少なかった

ということもありますが、なかなか面と向かって

話しかけるということはできませんでしたけれど

も、そういった点からいっても、今のお話からす

ると、本当に目覚ましい成果がそこにあらわれて

いるのかなという気はいたします。 

  答弁にも先ほどあったように、平成27年度末に

アンケート調査を行ったということで、小学校、

中学校それぞれ全国平均から見ると、かなり英語

に対する意欲、好きという数値が高いという答弁

があったわけですけれども、同様の全国の調査の

中で、栃木県としてはどの辺のレベルにあるんで

しょうか。また、近隣市町のデータなんかとの比

較というのはされたことがあるか、あわせてお伺

いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 申しわけございませんが、

栃木県がどういう状況か、あるいは近隣の市町が

どういう状況かというのは正確な把握は、申しわ

けございませんが、できない状態であります。あ

えて項目として挙げれば、全国学力・学習状況調

査における部分であるとか、そういったものが、

あるいはベネッセが行った全国調査こういったも

のがあろうかというふうに思っておりますが、具

体的な数字としては、申しわけございません、持

ち合わせておりません。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） それでは、次に、ＡＬ

Ｔの方々の力量についてどう捉えているかお伺い

したいと思うんです。ＡＬＴの多くは、当然教師

にふさわしい資質、能力を持った人ということで

人材要件で外部に業務委託をして、研修を受けた

上で派遣されていると思います。保護者からＡＬ

Ｔに対する賛辞の声があれば、お伺いしたいと思

います。また、逆に苦情等があればお聞かせ願い

たいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 本市におきましては、Ａ

ＬＴにつきましては、派遣委託をしている数が大

変多いわけであります。また、それ以外にこれま

でも直接雇用をしてきたわけでありますので、い

わゆる国が進めておりますＪＥＴを活用したとい

う部分とは大きく違っております。先ほど議員お
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っしゃったとおり、質を高めていくという部分に

つきましては、正直申し上げまして、ＪＥＴの場

合には国から割り振られた人が来るということで

ございますので、そのスキルアップをどう図って

いくかというのがなかなか計画的には進められな

いという部分がございます。その点、本市のよう

な雇用の仕方であれば、当然のことながら派遣の

委託先に初めからしっかりとした条件を示した上

で人選をしてもらえると、また本市におきまして

は、毎週月曜日の午後、全員が教育委員会に集ま

りまして、授業についての研修を重ねているとい

うことでありますので、年々ＡＬＴの質というの

は、我々が求めているほかの教員と同じ資質を持

った人という点では、非常に高いレベルの方がそ

ろっているというふうに考えているところでござ

います。 

  保護者からのものでございますが、保護者につ

きましてもアンケートをさせていただいておりま

すが、ＡＬＴの常駐配置はよいというふうにアン

ケートに答えてくれた方、小学校ですけれども、

実に99.8％の保護者がよいというふうに答えてお

りますので、高い評価を私どもとしては得ている

なというふうに大変心強く思っているところでご

ざいます。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） 今、最後に答弁いただ

いたアンケートの結果、99を超えるような、もう

限りなく100％ということでしょうから、小学校

の親御さんたちはＡＬＴに対しては大歓迎をして

いるということなんだと思います。非常にやはり

そういう実際の声を聞くと、本市の英語教育がい

かに進んでいるかということが再確認が今できま

した。 

  続きまして、英語が使える那須塩原っ子プログ

ラムについてお伺いをしたいと思うんですが、こ

れについては、小学校１年生から中学校３年生ま

で、それぞれ各学年修了時における表現に関する

学習到達目標というのを掲げているわけですね。

これらについて、これまで各学年の学習到達度と

いうのはどのように捉えているか、お伺いいたし

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） このカリキュラムにつき

ましては、この４月から本格的に各学校で導入を

図るということでございますので、これまで試行

的なことを進めている中での正確な状況について

把握というのは、申しわけございませんが、手元

に資料がございませんのでお答えすることはでき

ませんけれども、あくまでも各学年において私ど

もとして期待する指標として整理してまとめたも

のがございますので、今年度から大山小学校を研

究指定校として研究を進めさせていただきますの

で、その中でしっかりとした数値として把握して

いきたいと、このように思っております。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） 去年、ベネッセが出し

ているベネッセビューですか、あの中で那須塩原

市に関しては教育現場の先進的な取り組みという

ことで、大宮司教育長のインタビューを初め、そ

れから本市の小中一貫教育、それからＩＣＴ活用

授業であったり、ＡＬＴの全校配置の事例等が紹

介されたわけですね。私もその写しを持っていま

す。この記事自体、改めて読ませていただいて、

やはりすばらしいなということは感じているわけ

ですが、この中で今回示された英語が使える那須

塩原市っ子プログラムの学習到達度目標、これに

はこの中にも入っているんですが、この中では特

に中学校１年生、２年生、３年生なんですけれど

も、話すこと、書くことに加えて、あと聞くこと、
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読むこと、これも実際には目標値には入っていた

んです。今回お示しをされているというか、到達

達成目標の一覧には、それらが中学校１年生から

３年生まで全て削除されているわけです。この削

除の理由をお伺いしたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 中学校におきましては、

当然英語としての教科がございます。この削除し

たカリキュラムにつきましては、英語の授業の中

の発展的な扱いとして10時間程度扱うというふう

になっておりますので、その部分で調整が入って

いるというふうに理解をしていただきたいと思い

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） 教育現場の先進事例と

して那須塩原市がこのようにマスコミに取り上げ

られて、最初の答弁にあったように視察もふえて

いるというお話なわけですね。それは喜ばしいこ

とだと思うんですが、一方で、先生方のやはり負

担というのもふえてきているのかなという気はす

るんです。それらについての認識はどのようにお

考えでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 負担感、それが何に対す

る負担感なのかということによりますけれども、

まず、今回９年間のカリキュラムが作成できたこ

とによりまして、ご承知のとおり、日本語版と英

語版がございますので、授業を進める上でＡＬＴ

との打ち合わせというものがこれまで以上に短時

間で済むようになったということは、先生方にと

っては負担感の減少につながっているだろうとい

うふうに思っております。 

  また、各種の教材等の整備も進んでおります。

加えて電子黒板等の整備も進んでおりますので、

そういったものを活用したさまざまな授業の展開

ができる環境が整ってきておりますので、先生方

に対する負担感の軽減には我々としては努力をし

ているつもりでございます。 

  今後、国もさまざまな方策を講じて、この英語

教育についての推進を図ろうとしておりますので、

今後、国が示してくるようなものもあわせながら、

さらなる先生たちにとって負担感が減って、なお

かつ授業の効果が上がる、そういった取り組みに

努力をしてまいりたいと、こう思っております。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） それでは、⑴について

は了解をいたしました。 

  ⑵の英検の件なんですが、英検は当然民間で行

っているわけですので、先ほどの答弁のように個

人の意思に基づいてやっていますので、受験する

ということ自体は把握されていないという答弁が

あったわけです。 

  ただ、高校受験の際に内申書がありますけれど

も、あの中には英検３級以上持っている場合には

当然書かれるわけですね。そうすると、何かそこ

に整合性をちょっと感じないんです。民間だから、

学校もそれから教育委員会も把握はしていないと、

でも、内申書には３級以上であれば記載がされる

と、これらについての整合性がちょっと欠ける気

がするんですが、もし教育長、所感がありました

らお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 確かに表現から受け取る

形ではちょっと矛盾しているようなふうに聞こえ

ていくような感じがいたしますが、あくまでも私

どもとしては、施策として全員に対して進めてい

るというものではないわけですので、あえてここ
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でデータを求めるということは学校現場に対して

ある意味遠慮させていただいているというふうな

ことでのご理解をいただければと思っております。

当然数として学校側は、議員おっしゃったとおり、

最後の３年生のときに使うデータとして県は示し

ておりますので、その点につきましては生徒から

聞き取って、持っている場合については当然記入

するというような形でもございますし、先ごろ報

道もされましたとおり、国におきましても３級程

度の力を持った生徒がどれぐらいいるのかという

ような調査におきましては、各学校におきまして

生徒から聞き取りをしたりして統計的なものは出

しておりますので、そんなふうにご理解をいただ

ければありがたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） 例えばですけれども、

４級を持っているということであれば、次３級を

受験して合格すれば、当然内申書に書けるわけで

すね。ということを考えると、じゃ、うちの中学

には４級をどのぐらい持っていて、できれば３級

取るように頑張れよというようなアドバイスもで

きる気がするんですけれども、そういう捉え方と

いうのはできないんですか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 一つの目標として生徒た

ちに与えるということは大変有効な手の一つだろ

うというふうには考えられます。ただし、英検を

受験する際には、その級によりまして受験料が当

然発生します。例えば３級を受験する際には

3,000円前後の、１回ですね、１回につき3,000円

前後の受験料が発生するということがありますが、

それを個人負担させることになりますので、なか

なか勧めるということについては考慮していかな

ければならない部分があるのかな、そんなことも

ありまして、本市としてはそれにかわるものとし

て英語能力判定テストというものを導入している

わけでございます。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） 英検の補助に関しては、

この後触れたいと思うんですが、今、最初の答弁

にあった、本市が行っている英語能力判定テスト、

これについては中学３年生ですから、基準になる

のは英検でいえば３級程度の実力があるのかどう

かというようなことでのテストなのかなという気

はするんですが、中身としてはどんな形を想定し

てつくられたテストなんでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 英語能力判定テスト、実

はこれは英検を実施しておりますところが作成を

しております。英検の力をある程度見ることので

きる簡易型のテストというふうにご理解していた

だければありがたいと思っております。英検と違

いまして、英検の場合には級の合否という形で出

てまいりますが、この英語能力判定テストにつき

ましては、５段階のレベルのもので受験はできま

すが、いずれもスコアが出ますので、そのスコア

を一つの共通のスケールとして、英検でこのスコ

アだと何級程度というふうなことが見えてくる、

そういったものでございます。 

  また、実施上の問題かもしれませんけれども、

この英語能力判定テストにつきましては、いわゆ

る学校で言っている１単位時間の中でおさめるこ

とができるものということでございます。英検の

場合ですと、３級になれば当然話すことが入って

まいりますので、それはまた別日に行うというこ

とで、実施には結構な時間がかかるというような

ことも挙げられるだろうと思っております。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 
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○１７番（吉成伸一議員） 英語能力判定テストに

関して、これはそうすると本市のみじゃなくて、

多くの自治体でも英検の簡易テストとして実施を

されているという理解でよろしいんですか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 他市町あるいは他の都道

府県においてどの程度実施されているのかという

正確な把握はしておりませんが、新聞に報道され

ているところから考えますと、例えば千葉県です

と県独自の学力調査としてこの英語能力判定テス

ト、最近名前が変わりまして英検ＩＢＡというふ

うに名称が変わってきておりますが、そういった

ところで導入をして実施をしているというような

自治体はあります。 

○議長（中村芳隆議員） 質問の途中ですが、ここ

で昼食のために休憩いたします。 

  午後１時、会議を再開いたします。 

 

休憩 午前１１時５２分 

 

再開 午後 零時５７分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） 引き続いて英語教育に

関する再質問をさせていただきます。 

  ⑶のほうに移ってまいりたいと思います。 

  国が平成29年末に中学校３年生の50％以上が英

検３級程度の英語力を身につける、このことを目

標に掲げていて、本市も同様にそれらを目標とし

ているということで答弁はあったわけですけれど

も、この現実的な話として、これから２年後、英

検３級程度の英語力を中学３年生で身につける、

それが10％、20％ではなく50％という高い数字だ

と思うんです。これらについて、本市では十分目

標を達成できるという自信がおありかどうか、お

伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 半数の生徒がということ

ですので、これは結構ハードルとしては低くはな

いというふうには考えています。ただ、これを目

標に、やっぱりどこまでたどり着けるかというこ

とでは努力していかなければならないなというふ

うに思っております。 

  今後、国が、この指標は第２次教育振興基本計

画の中に出てきておりますので、現在、第３次の

教育振興基本計画の検討に入っておりますので、

この値がどういうふうに、今後、国として考えて

いくかということについても同時に注目していか

なければならないと思いますが、あくまでもその

目標に向けて努力をしていくということで考えて

おります。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） この目標は、３級とは

言っていないわけですね。そこがみそだといえば

みそなのかなという気がするんです、程度という

表現をしていますので。じゃ、那須塩原市はどれ

を指標として見ていくかといった場合には、先ほ

どの答弁にあったように、英語能力判定テストか

ら判断をしていくというお考えなんですか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 実は先ごろ、文部科学省

のほうに出向きまして、直接国際教育課の担当の

方といろいろ意見交換をさせていただきました。

その中でも、国としても英検３級程度、この程度

の部分がやっぱりポイントでありますので、国と
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しても全てを英検ではかりたいという、そういう

ことは考えてはいないと。それに類似するいろい

ろなものでレベルをはかっていくということを考

えているのではないのかなというふうに思ってお

ります。 

  私どもとしましては、同じ英検をつくっており

ますところでの簡易的なもので、しかも自治体扱

いとして実施ができますので、当面はこのスコア

を生かしながら、しかもこれはスコアで出てまい

りますので、一人一人の子どもたちにとって、次

に、じゃ、もうちょっと高い目標に行こうという、

そういう動機づけにもなっていくものであろうと、

こう思っておりますので、現在はそのように考え

ております。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） それでは、具体的に英

検に関してお聞きをしたいんですけれども、本会

場で受ける場合、そして準会場で受ける場合、準

会場に関していえば中学校なんかが会場になって

受けるというパターンだと思うんですが、本市に

おいては実際に中学校を開放して準会場として英

検が実施をされているという実態はあるんでしょ

うか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 今、議員おっしゃるとお

り、学校を会場にした実施の方法もございます。

現に英検は年３回実施をされるわけですけれども、

直近の最近のもので、もう間もなく11日に今年度

最初のものが予定されていると聞いておりますが、

学校のほうに聞き取りをしましたところ、各学校

におきまして受験者はいるというようなことでご

ざいます。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） 実際にはどことどこで

会場とされているのか、お伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 本市10の中学校がござい

ますが、10の中学校全てにおいて予定されている

ということでございます。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） そうなると準会場です

から、３級であれば、これは検定料ということに

なりますけれども、１次検定2,800円ということ

になるわけですね。そういう検定料に対して、今、

徐々にではありますけれども、自治体が公費で負

担をしている。完全に全額負担をしている事例な

んかもありますし、また３級を受ける際に、１回

のみ半額の検定料の負担を自治体が出していると

いうような事例もかなりふえつつあるのが現状だ

と思うんです。なぜ、じゃ、そういう補助制度を

導入しているかといえば、やはり英検が一番指針

としてわかりやすいということが言えるんだと思

うんです。全国で多くの児童生徒が受けていると

いうことですから、そういう観点からも自治体で

英語に力を入れているようなところは、この検定

料の補助制度というのを導入しているんだと思う

んです。 

  本市においては、他市以上にこの英語教育には

これまで力を入れて、力を入れるというのは当然

そこには予算が伴うわけですから、財源が伴うわ

けですから、それを投入をしてきたという事実が

あるわけですね。であれば、やはりそのはかるべ

き指針、物差しは明確に私は持つべきだと思うん

です。行政評価システムと同じように、やはりし

っかりとした物差しを持って、これだけの英語教

育に力を入れたから、これだけの結果が出てきて

いる。それがひいては児童生徒の自信にもなりま

すし、ましてや指導する側の先生たちには大いな
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る自信につながっていくものだと私は思うんです

が、この考えに対して教育長はどのようにお考え

になりますか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 確かに国が一つの指標と

して示しておりますので、それが現時点ではある

種のスタンダードスケールというような位置づけ

になってきている部分もございますので、そうい

ったものに取り組むということは、これはある意

味大事なことというふうにも考えられます。 

  ただ、当然のことながら、議員おっしゃったと

おり、予算措置も伴うものにもなってまいります。

また、今後、国におきましても、実は現在実施を

しております全国学力・学習状況調査の中で、平

成31年に悉皆で英語に関する調査を実施する予定

ということで、現在その策定作業を進めていると

ころでもございます。また、既に一昨年、昨年と

抽出でありますけれども、国独自の調査をかけて

おります。これはヨーロッパ中心として使われて

おりますいわゆる母語があって、その母語以外に

英語という言語を扱う者を対象としたＣＥＦＲと

いうスケールですけれども、これも実は一番下の

レベルであっても日本人にとっては非常に難しい

ということでありますので、このＣＥＦＲの日本

語版、日本語版というか日本版というものも国で

考えて、そういったものも検討しているというよ

うなこともお聞きしております。今後、国として

もどういうものをもって児童生徒たちの英語の力

をはかるかというものも、今後いろいろな情報が

先々出てくるんではないのかなというふうにも思

っているところです。 

  話はもとに戻りますが、そういったものを含め

ながら、理想とすれば、そういった英検の受験が

できるというようなことも検討の一つとしては考

えることができるんではないのかなというふうに

思っております。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） これも先進的な事例に

なりますけれども、横浜市なんかは既に小学生６

年生を対象に児童英検というような言葉がありま

すけれども、３段階に分かれていて、これは合否

じゃなくて正解率を争うというか、それによって

ゴールドであったりシルバーであったり、メダル

の色で分けているんです。もうそれを既に導入を

することによって、中学校に上がっていって、よ

り英語力をアップさせるということを念頭に置い

て導入をしたそうです。あとは2020年の東京オリ

ンピック・パラリンピックも見据えてというよう

なことが書いてありましたけれども、そういう観

点からいっても、やはり全国的に行われている、

認知されている、そういった制度、検定テストと

いうのは、やっぱり有効なものだと間違いなく私

は思うんです。 

  先ほども触れましたけれども、内申書というか

調査書になりますけれども、調査書に３級以上は

記入されるということは、もう既に英検というの

は確固たる地位を持っているわけですね。そこで

の判断が、判定が一番やっぱりわかりやすいんだ

ろうと思います。もう最初に答弁いただいていま

す。先ほども教育長のほうからありましたけれど

も、検定料補助については、その効果、それに伴

う費用を十分に考慮した上、今後判断していきた

いということですので、ぜひ補助制度導入に向け

て検討を進めていただくことを要望して、この項

の質問は終わります。 

○議長（中村芳隆議員） 教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 大変ありがたいお話を伺

いました。実は国のほうに行った際に、ぜひこの

英検の受験実施に関して、何がしかの支援がない
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ものかというような相談を実はさせていただきま

した。国としても、こういう英検という言葉が出

てきている以上は、考えなければならないところ

もしれませんが、全国のことを考えるととても莫

大な予算を使わなければならないので、これは現

実的には難しいという話も伺っております。した

がいまして、これは単費として考えていかなけれ

ばならないということにはなりますが、子どもた

ちの教育環境に対してさまざまな面から相当考え

ていただけている部分もありますので、決して私

の話が後ろ向きな話ではないということだけはぜ

ひご理解いただきたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） 期待を持って待ちたい

と思います。 

  それでは、３の魅力ある公園整備について。 

  ことし３月16日に開催された東那須野公園花ま

つりには、市民の方を初め多くの来園者がありま

した。花まつり期間中、これまではなかったバス

などによる団体の来園客が見られるようになりま

した。ホームページや広報誌、また新聞等のマス

コミが取り上げていただいたことによる影響で、

年々来園者数がふえてきています。 

  東那須野公園は、那須塩原市の大きな魅力の一

つとなっています。以下についてお伺いいたしま

す。 

  ⑴昨年６月議会での質問の際に答弁をいただい

た中で、改善がなされた点について伺います。 

  植栽を行った団体のプレートの修繕、那須塩原

駅からの案内、公園西側に置かれた廃材の撤去な

ど。 

  ⑵ことしの花まつりには多くの来園者があり、

駐車場の整備が待たれます。今後、公園西側の第

２駐車場の整備が行われる計画ですが、具体的な

内容を伺います。 

  ⑶公園東側は、春の桜、６月にはアジサイが咲

き乱れます。残念なのが平成22年に杉の木等を伐

採した民有地のところです。この傾斜地に本市が

植栽を進めているハナモモやこれまで以上に桜を

植えることで、よりすばらしい景観となります。 

  民有地は、使用貸借契約を結んでいますが、下

刈り等の管理だけです。民有地の購入または賃貸

契約を検討してはどうか。 

  以上お伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 私から、吉成伸一議員の魅力

ある公園整備について順次お答えをいたします。 

  初めに、⑴の昨年６月議会での質問に対する答

弁のうち、改善を行った点についてお答えをいた

します。 

  植栽を行った団体名及び花の種類名のプレート

修繕等につきましては、昨年度、東側斜面を中心

にアジサイを植栽していただいた団体名のプレー

トを作成いたしました。今年度は、開花後に種類

名を確認してプレートに書き入れ設置したいと考

えております。 

  那須塩原駅からの案内につきましては、市ホー

ムページで施設案内をしており、駅からの距離や

徒歩での所要時間とともに、地図サイトの紹介も

行っております。また、できるだけ早い時期にパ

ンフレット等を作成し、駅、観光案内所に設置し

たいと考えております。 

  公園西側に置いてあります芦野石につきまして

は、公園の修繕等に再利用するために保管をして

いるものでありますが、中には利用できないもの

もありますので、これについては処分をする予定

でございます。 

  次に、⑵の公園西側の第２駐車場の整備計画に
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ついてお答えをいたします。 

  現在の西側駐車場は、平成13年に整備を実施し

ており、日常の公園利用においては足りているも

のと考えております。 

  第２駐車場の整備につきましては、公園の利用

状況等を見ながら、引き続き検討をしていきたい

と考えております。 

  最後に、⑶の公園東側の民有地の購入または賃

借契約の検討についてお答えをいたします。 

  公園東側の民有地につきましては、公園の防犯

上、景観上の観点から平成22年度に伐採を行った

もので、現在のところ新たな整備の予定は持って

おりません。現在のまま当面維持していきたいと

考えているところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） それでは再質問いたし

ます。 

  今、市長から答弁いただいた中で、もう朽ち果

てているようなプレートが今でもたくさん現実に

あるわけです。昨年その点について指摘をさせて

いただいて、ただいまの答弁をいただいたことに

よって、作成はされたということですが、東側の

部分のプレートの作成をされたということで、ど

のぐらいのプレートが実際には作成をされたんで

しょうか。それから、それらをいつ整備をするん

でしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） プレートの枚数ですけれ

ども、こちらにつきましては、まず団体のプレー

トを11枚ほど、それから種類名のプレート19枚、

合計で30枚ほど作成しておりまして、これらにつ

きましては、先ほども答弁申し上げましたが、ア

ジサイのプレートになりますので、アジサイの花

の状況、開花状況を見まして、それで花を確認し

ながら設置したいというふうに考えておりまして、

設置につきましては、指定管理者でありますシル

バー人材センターと市のほうで協力をしまして、

自前で設置したいというふうに考えております。 

  以上であります。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） 団体11枚、それからア

ジサイの花の名前が入っているものが19枚という

ことですが、２万本からのアジサイがそこに植栽

されているわけですけれども、ちょっと残念な点

があるわけです。それは、やはり日が当たらずに

日陰の部分になっていまして、葉だけで終わって

しまうと、実際には、がくであったり花であった

りが咲かないところもあるわけです。きょうも朝

改めて一周してきましたが、既にかなり開花して

いるものがありますので、せっかくですから早目

にそういったものも設置をしていただいて、あそ

こを訪れる市民の方々が、ああ、これってこうい

う名前なんだということがわかれば、また来たか

いもあるというような感覚をお持ちになる方もい

ると思いますので、なるべく早い時期での設置を

お願いしたいなと思います。 

  それから、前回の質問の中で、このプレートの

件でもう一点実は提案をしていたんですが、要は、

今後植栽をする団体があった場合には、もうあら

かじめ市のほうでプレートを作成して、そこに名

前を入れ込むということをもう市のほうでやって

あげてはどうですかという提案をさせていただい

たんですが、これらについての検討はなされたか

お伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） この件につきましては、

現在、団体が今までに植栽をやっていただいてお
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りまして、その際につけてあるプレートがありま

すので、そちらのほうと同じような形態で、また

引き続きつけていただけるようにということで、

市のほうからお願いをしておりまして、これらの

設置する団体に市のほうで、今現在はつくって設

置をしてあげるというふうな状況にまではなって

おりませんが、ぜひ大きさ等を統一した形でつけ

ていただければというようなお願いをしていると

ころであります。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） お願いだけということ

になるわけですね。本来であれば、やはり最後に

触れようと思いますけれども、なかなかこういっ

た東那須野公園のような住民の方々が植栽をこれ

まで十数年間にわたって行ってきて、最近になっ

て本当に多くの来園者があるわけですね。そうい

った公園はそうはないんだと思うんです。そうい

う点からいっても、このプレートぐらいは行政の

ほうで出してあげてもいいんじゃないかなと、そ

のように思いますので、改めてもし検討されるこ

とがあればぜひお願いしたいなと、そのように思

います。 

  それから、先ほど市長の答弁にあった西側の芦

野石の積んであるあの部分なんですが、周りをバ

リケード的なもので覆われているわけです。以前

にも言いましたように、やっぱり見ばえが決して

いいものではないですね。１年前の部長の答弁で

も、見ばえがよくないという話がありました。い

つ片づけられるのかなと待っていたんですが、現

況まだ残っている状況にあるわけです。答弁では、

再利用できる芦野石は使う。ただ、再利用できる

というか使うようなところがほとんどないですよ

ね、今の公園の中では。そうなると、やはり撤去

してしまってすきっとして、見ばえのいい公園に

するほうが私はいいと思うんですが、いかがでし

ょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） ただいまのご質問につき

ましては、芦野石の処分につきましては、ことし

の予算で当初予算で確保させていただいておりま

して、ことしの中で一応処分をしたいというふう

に考えておりまして、先ほども申し上げましたよ

うに、利用できるものの選別ということで考えて

おりましたが、議員ご指摘のように、なかなか利

用場所が実際にはないのかなというところであり

ますので、この全体のこれらをどうするか、こう

いったものも含めまして、今後十分に検討した上

で処分を考えていきたいなというふうに考えてお

ります。 

  以上であります。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） その点、了解しました。 

  次に、那須塩原駅からの案内ということで今回

ホームページにアップをされたということで、私

も確認をさせていただきました。トップページの

中にそれぞれ項目が一番上にありますけれども、

私は、観光情報というところをクリックすると出

てくるのかなと思ったんです。実際には施設案内

のほうをクリックして、そこから入っていくんで

すね。でも、やはり観光情報から入ったほうが、

写真なんかも載っていますし、あと観光スポット

にも例えば烏ヶ森公園なんかは観光スポットに入

っているわけですね。ちょっとその点、期待外れ

だったんですが、この観光情報ではなく施設案内

に入れた理由というのはあるんでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） こちらにつきましては、

ご指摘のように、今は市民だけではなくてかなり
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多くの来場者、市外の方なんかもいらっしゃって

おりますので、観光地としての場所というような

意味合いも相当高いんだと思いますが、従来、公

園として扱っているということから、従来どおり

のホームページでのマップという形になっており

ましたが、こういったところにつきましては、今

後、順次そういった検討なんかもあわせてしてい

ければというふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） ぜひ検討していただけ

ればなと思います。多分よそからアクセスする人

たちは、この観光情報のところをクリックするん

じゃないかなと、そんな気がしますので、よろし

くお願いします。 

  それから、⑵の第２駐車場の件ですが、先ほど

市長答弁にあったように、いつでもこれまでの駐

車場が満杯状態ということは決してございません。

それはこの東那須野公園に限らず、ほかの公園も

同じだとは思うんですが、やはりここに来て花ま

つりの時期には本当に多くの方々が来場されます。

多くはやっぱり車で来るわけです。そういったこ

とを考えると、第２駐車場についても今すぐとい

うことでありませんが、ぜひ検討を進めていって

いただければなと思います。 

  １点これは要望なんですけれども、第２駐車場

予定地とされる手前のところで、これ以上入って

はだめですよということでバリケード的なもので

単管パイプが置かれているわけですが、あれも本

当に見ばえ悪いんですよね。ですから、例えば木

材、丸太なんかできれいにつくったバリケードみ

たいなものであれば、あの公園にマッチするんだ

と思うんです。それらは検討されないでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） これは確かにご指摘のと

おりだというふうに思いますので、こちらについ

ても今後十分に検討してまいりたいというふうに

考えております。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） それでは、⑶に入りた

いと思います。 

  この公園東側の民有地については、年に１回程

度の現在管理として下刈りが行われていると思い

ます。あそこの地権者は10人程度だと伺っていま

す。今回、その地権者の方から一度ちょっと話を

聞いてもらえるかということで、あのときは５人

ですか、関係者が集まっていただいて現地を歩き

ながらいろいろ話を聞いたんですけれども、これ

は例えば市内で道路の拡幅をしたい。ところが、

相続なんかが関係して、なかなか地権者の同意が

得られないなんていう例はこれまでもあったわけ

です。 

  そこで話が出たのは、あそこもなかなか農地と

して使うにはもう大変だし、年もとってきたから

と。最終的には売って、家でも建ててくれるとい

うような人があらわれた場合には売っちゃおうか

なというような話もちらちら出ていたんです。そ

うなってしまうと、せっかくの景観がやはり損な

われてしまうんだと思うんです。そのためにも、

今のところあそこを買ったり、それから賃貸契約

を結ぶとか、そういうことはないというお話でし

たけれども、やはり市民協働でつくっているモデ

ル的な私は公園だと、東那須野公園がその市民協

働のモデル的な公園だという認識を持っています。

そういうことを考えると、十分にあの東側民有地

についても、何らかの形で市として今まで以上の

管理ができる体制にしていくという検討は必要だ

と思うんですが、再度になって恐縮ですけれども、

お考えをお聞かせください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 
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  市長。 

○市長（君島 寛） 最後の答弁になるかもしれま

せんけれども、私も東那須野公園には相当思い入

れがございます。東那須野公園の前身は農村公園

ということで旧黒磯が整備をしたという経過がご

ざいまして、この後、都市公園という位置づけを

つけて整備に入ったという状況があります。東側

のアジサイの植栽については、一番初めには職員

が手で植えたと、全て。当時10万本計画というよ

うなものがありまして、それは残念ながら実現は

しなかったわけですけれども、先ほど最後の吉成

議員からお話がありました、伐採をしました後の

跡地の利用ですね、これについてはちょっとお時

間をいただきながら、東那須野公園の全体のレイ

アウト、そういったものをきちっとやはり見きわ

めた上で、今後どういった方向にこの公園を整備

していくのか、これはちょっと研究をさせていた

だきたいなというふうに思っております。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 17番、吉成伸一議員。 

○１７番（吉成伸一議員） 市長から一歩も二歩も

前進した答弁をいただいて、ありがとうございま

す。 

  前回もちょっと触れましたけれども、東那須野

公園には県内11カ所しかない一等三角点があった

り、それから先ほど来触れているように、幾つも

の団体がみずからスイセンの植栽運動を展開して

いる。そして、最近本当に多くの方々が訪れるよ

うになってきたわけです。残念ではありますが、

ＢＳの黒磯工場が撤退をしてしまって、今は本当

に見渡す限りというか、非常に展望のいい状況に

なっているわけです。それを考えると、東那須野

公園全体のレイアウトという市長のお話がござい

ました。ぜひその中に熊川の河川敷も含めた、あ

の公園の一体的な再整備というのをぜひ今後検討

していただくことを要望いたしまして、私の一般

質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長（中村芳隆議員） 以上で、17番、吉成伸一

議員の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 相 馬   剛 議員 

○議長（中村芳隆議員） 次に、３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） 議席番号３番、ＴＥＡＭ

那須塩原、相馬剛です。 

  通告に従い市政一般質問を行います。 

  １、生きがいサロン推進事業について。 

  高齢化社会が進む中、地域の人材を活用し、高

齢者が住みなれた地域で楽しみと生きがいを見出

し、生き生きとした生活が送れるよう支援すると

ともに、地域の見守り・助け合い精神の醸成を図

り、地域の福祉の推進に寄与することを目的とし

て、長年取り組んでいる事業だと思います。そこ

で、以下の質問をいたします。 

  ⑴平成28年度予算では57団体の予算が計上され

ているが、参加団体数の推移とサロンの具体的な

内容を伺います。 

  ⑵各団体が運営する上でどのようなサポートを

しているか、また、課題があるか伺います。 

  以上、１回目の質問といたします。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員の質問

に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 相馬剛議員の生きがいサロン

推進事業についてのご質問にお答えをしてまいり

ます。 

  初めに、⑴の参加団体数の推移とサロンの具体

的な内容についてお答えをいたします。 

  参加団体数は、平成23年度41カ所、平成24年度
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42カ所、平成25年度45カ所、平成26年度49カ所、

平成27年度末51カ所でございます。第１次那須塩

原市総合計画後期基本計画の目標値であります平

成28年度55カ所に向け、順調に推移をしておりま

す。 

  サロンの具体的な内容につきましては、那須塩

原市生きがいサロン推進事業費補助金交付要綱で、

補助対象事業を高齢者の生きがいと健康づくりに

関する事業、高齢者の趣味、スポーツ及びレクリ

エーションに関する事業等と定めておりますので、

健康体操、各種講話、園児や小学生との交流会、

季節の行事、奉仕活動、趣味の活動等、要綱に沿

ったさまざまな活動が行われております。 

  次に、⑵の各団体が運営する上でのサポート及

び課題についてお答えいたします。 

  運営のサポートにつきましては、毎年度指導員

研修を開催し、生涯学習出前講座等の案内や全て

のサロンの事業内容の提供、さらにはレクリエー

ションの紹介等を行い、今後の取り組みの参考に

していただいております。 

  また、新設の組織に対しましては、窓口での相

談のほか地域に出向いて事業内容を説明しており

ます。なお、課題につきましては、高齢化により

運営者の確保が困難なサロンがありますので、今

後も継続的にサロン運営ができる体制づくりが課

題であると考えております。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） それでは、再質問をさせ

ていただきます。 

  まず、⑴についてですが、団体数については順

調にふえてきているというようなご答弁かと思い

ますが、平成28年度の見込み量を55カ所というふ

うにまず設定がされている、その根拠についてお

伺いできればと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） お答え申し上げま

す。 

  この55カ所の根拠と言いますのは、先ほど市長

が答弁したとおり、総合計画の中にもありまして、

あとは個別計画である第６期高齢者福祉計画の中

でも55カ所ということを定めておりまして、この

数字につきましては、ここ数年過去の３年、５年

のスパンでの伸び率というか実績に基づいて、27

年度55カ所というふうに設定したものでございま

す。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） 続きまして、その補助金

交付要綱では、その補助金の交付先というのは自

治会になるんでしょうか、それとも直接その団体

ということになるのでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） お答え申し上げま

す。 

  申請団体先といいますのは、特に要綱の中では

幾つか定めがありまして、自治会の組織、老人ク

ラブ、そして地区の社会福祉協議会などというこ

とで設定をしておりまして、このほか実際には自

治会といいましても複数の自治会からとか、あと

は自治公民館とか、そういう単位で団体をつくっ

ていただいて申請をしていただくということで、

そういう団体というものを広く想定をして交付を

しているところでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） 了解しました。 

  続きまして、⑵の再質問になりますが、先ほど
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指導員研修というお話があったかと思うんですが、

まず指導員研修のその指導員というのはどういう

方なのかお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） お答え申し上げま

す。 

  ここでは私どもは、年度の末とかそういう時期

に指導員研修という名目でサロンの代表者の方に

説明をしているわけなんですけれども、私どもが

指導員とは申していますけれども、実際はこのサ

ロンを中心になって運営していただくリーダー的

な役割を果たしていただく代表の方というような、

そういう方の位置づけでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） そうしますと、その指導

員というのは代表の方が主で、本当に指導するた

めに何人いるとかという、そういう要綱で規定が

あったりというものではないということでよろし

いですか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 細かいこちらから

の定めはつくっておりませんで、各サロンの中で

お一人の場合もあるし、複数の体制で運営してい

る場合というのもあるかと思います。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） わかりました。 

  それでは、その指導員研修会、研修といいます

か、その代表の方が集まった段階での研修会、大

体どういった内容を行っているんでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） お答え申し上げま

す。 

  通常は３月にこういう研修会というものを開催

しておりまして、このときには実際次年度の補助

申請の仕方というか、それにつきまして、結局補

助申請といいますのは、年度計画を立てていただ

いたりとか、予算を立てていただいたりとか、あ

とは事業の内容をある程度立てていただくために、

こちらから資料というか過去にほかのところで行

われているようなサロンの内容について資料提供

したりとか、そういった説明もろもろのことをこ

のときにしております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） わかりました。 

  そうすると、その研修会でサロンの中身の制度

ですとか人数をふやしたりとか、そういったもの

のグレードアップではないんでしょうけれども、

そういったことのための研修ということではなく

て、あくまでも継続するために申請やらそういっ

たことの研修だという内容で受け取りました。 

  そういった際に、市の担当課のほうから新しい

事業の研究をしたりとか、その事業内容の提案と

か、そういったものはされているものなんでしょ

うか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） お答え申し上げま

す。 

  毎年毎年新たなものを提供するというところで

はなかなかできないかと思いますけれども、今、

例えば高齢福祉課で進めております例えば100歳

健康体操とか、新しいメニュー、そういう取り組

みなんかについてやはりサロンの中でしていただ

きたいというような思いもありますので、そうい
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った事業内容の提供とか、あとは市のレクリエー

ションクラブとかそういうところでもいろいろな

メニューを持っておりますので、そういったもの

の提供ということはやっている場合がございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） わかりました。 

  続きまして、サロンの運営は地域の人材を活用

し地域が運営するとありますが、まずその地域と

言われるものの範囲といいますか、その定義とい

いますか、自治会なのかコミュニティーなのか、

それとも隣近所なのか、そういった地域の定義が

もしありましたらお願いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） 要綱の中では特に

明確な定めというものはつくっておりません。高

齢者が無理なく参加できる範囲で、その会場に通

常通えるような範囲、そういうエリアを想定して

おりますので、特別な定めというのは設けており

ません。 

  ただ、実際現実的に27年度末、51カ所のサロン

がございますけれども、ほとんど多くは自治会単

位で行われておりまして、そのほか先ほどもちょ

っと申し上げましたけれども、２つぐらいの自治

会が共同で運営しているもの、あとは老人クラブ

が運営しているところ、そして自治公民館が運営

しているところというか、そのようなところがあ

ります。ただ、ほとんどは自治会単位というとこ

ろが多いかと思います。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） その高齢者の人が歩いて

集まれるぐらいの距離という範囲でというのが地

域という感覚でよろしいでしょうか。 

  私は、この生きがいサロンという事業はとても

いい事業だというふうに思っておりまして、高齢

者の引きこもり防止、地域とのかかわり、そして

地域の見守り・助け合い、世代間交流など、さら

には認知症対策にしてもこの事業が有効だという

ふうな研究をされている大学がございます。 

  しかし、先ほど課題にありましたように、継続

的な運営が課題というふうなことになっておりま

して、運営者の方が高齢化ということで、またそ

の後継者がなかなか見つからない、または事業の

内容がマンネリ化して集まりが悪くなっていると

いうような事態も聞いております。また、新設を

考えている地域でも、自治会にその運営をやはり

委ねるというふうなことになった場合に、自治会

長さんや役員さんの負担がふえるというような要

因になって、なかなか順調に進まないということ

もあるというような話も聞いております。 

  そこで、私は、市に福祉委員というものを設置

していただいて、この生きがいサロンのプロデュ

ースをしていただくことを考えました。行政連絡

員や民生委員などと同様に設置して、この生きが

いサロンのプロデュースをお願いするというよう

なことは可能かどうか、まず伺います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） お答え申し上げま

す。 

  今、議員のほうから福祉委員というような、そ

ういう新たな人材というものを配置して、サロン

運営のプロデュースを行っていってサロンの支援

をしていくような、そういう体制がとれないかと

いうようなご質問内容かと思うんですけれども、

確かに私ども、先ほども申し上げましたとおり、

多くのサロンでは運営する方自身も非常に高齢化

が進んでいるというような実態はつかんでおりま

す。この要綱の中では、月２回以上の開催、そし
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て１回当たり３時間、おおむね15人以上を対象と

した事業を継続して行うというようなことが非常

に大変なご苦労があるということは認識しており

ます。やはりだんだん毎年、何年も何年もやって

おりますと、非常に事業がマンネリ化してしまっ

たというような声もお聞きすることがありまして、

幾つかのその代表の方からは、ほかでやっている

ようなメニューをちょっと見せていただけません

かというような、そんなことも問い合わせがある

ような状況でございます。 

  ですから、議員が今ご提案していただいたよう

な福祉委員という、その福祉委員というような制

度をつくってやるかということは、いろいろこれ

から検討しなければいけないと思うんですけれど

も、確かに継続的なこれからサロン運営をサポー

トしていくような体制とか、新たな人材というか、

そういう方をやはり行政のほうでも考えていかな

ければならないという思いは持っております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） そうしますと、可能性的

にはあるというふうに受け取りまして考えますと、

先ほど１カ所15人そのサロンの１カ所15人以上で

運営していくというようなことでございますと、

例えば市に100カ所、数を設定したとしますと

1,500人の高齢者の方が参加するというようなこ

とになろうかというふうに考えますが、現在、今

年度55カ所が見込みということでございますが、

できれば数をふやしていただいて100カ所程度を

目標にするということになりますと、そのプロデ

ュースをされるプロデューサーとしての福祉委員、

名称はどうでもいいんですが、プロデューサーと

して50人ぐらいお願いするとしますと、そこに当

然それぐらいの人材が必要ということと、また、

そこに報酬が必要になりますというようなことに

なってくるかと思います。人材は若い方でもいい

んだろうというふうに思うんですが、やはりでき

れば60代の方がいいんだろうというふうに考える

ところであります。そして、その報酬は民生委員

と同様、年額７万8,000円程度というふうに考え

ることにすると、全て仮説でございますが、する

というふうなことにしますと、その財源が必要に

なりますということになります。つまり７万

8,000円掛ける50人で年間390万円のそうしたプロ

デューサーの財源が必要になってくるんだろうと

いうふうに思います。その福祉委員といいますか、

それを設置するという前提を考えるんであれば、

それができれば、そうした財源が確保できればで

きるのではないかなというふうに考えるところで

ありました。 

  そこで、これを次の２項めと３項めの質問でそ

の財源が捻出できればというふうに考えておりま

すので、次の項の質問に移ります。 

  ２、市所有の車両管理について。 

  市所有の車両は、重機、トラック、乗用車、軽

自動車など多種多様な車両を所有していると思い

ますが、予算書には各項目ごとに経費が計上され

ています。そこで、その管理体制について質問を

いたします。 

  ⑴平成28年４月１日現在、市所有の車両につい

て、購入から５年以内の車両、10年以内の車両、

11年以上の車種別の台数とその購入時の総額を伺

います。 

  ⑵車両の更新時期の規定と現状を伺います。 

  ⑶車両の一括管理についての考えを伺います。 

  以上、１回目の質問といたします。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員の質問

に対し答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） ２の市所有の車両管理に
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つきまして、順次お答えをいたします。 

  初めに、⑴の平成28年４月１日現在、市所有の

車両について購入年別及び車種別の台数と、その

総購入額についてお答えをいたします。 

  市では総数367台を所有しておりますが、購入

から５年以内の車両につきましては、軽乗用車に

ついては18台、1,647万8,703円、その他の乗用車

につきましては35台、6,517万1,783円、軽貨物車

でございますが27台、2,321万2,659円、その他の

貨物車でございますが12台、3,579万1,187円、特

殊車両につきましては20台、１億5,253万290円と

なっております。 

  次に、５年を超えて10年以内の車両についてで

ございますけれども、軽乗用車につきましては20

台、1,580万1,724円、その他の乗用車につきまし

ては11台、2,873万1,200円、軽貨物車につきまし

ては９台、879万3,702円、その他の貨物車につき

ましては13台、3,927万3,463円、特殊車両につき

ましては32台、２億3,885万6,812円となっており

ます。 

  最後に、11年以上の車両でございますが、軽乗

用車につきましては29台、2,191万9,109円、その

他の乗用車でございますが28台、5,546万9,369円、

軽貨物車でございますが21台、1,355万2,213円、

その他の貨物車につきましては31台、8,882万

6,128円、特殊車両につきましては61台で３億

7,231万8,196円となっております。 

  なお、補足となりますが、特殊車両につきまし

ては主に消防団車両あるいは除雪車、グルーダー

等の道路維持管理車あるいは給水車両というふう

になっております。 

  次に、⑵の車両の更新時期の決定と現状につい

てお答えいたします。 

  更新時期につきましては規程等、明確に定めた

ものはございません。しかしながら、更新時の目

安としましては、使用年数10年以上、走行距離が

10万㎞以上としておりまして、使用方法、車両の

傷みぐあいや走行距離などにより個別に判断をし

ているところでございます。 

  次に、⑶の車両の一括管理についての考えにつ

いてお答えいたします。 

  通年で常時車両を使用し、業務を行っている部

門につきましては、市民サービスの提供に支障が

ないよう必要な数の車両を配置しているところで

ございます。一方、職員研修など、同時に多数の

職員が移動する場合や出張や連絡業務など、その

都度車両が必要となる場合につきましては、本庁

及び支所の集中管理車を共同利用するというよう

なことで効率的な車両運用を行っているところで

ございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） それでは、⑴から⑶、一

括しての再質問とさせていただきます。 

  車両の総数が367台、購入時の価格の総額はお

よそ11億7,700万円、恐らくこの数字をずっと更

新をしていくんだろうというふうに考えていると

ころでございます。 

  そこで、更新目安を10年としているということ

で、目安でしょうからなんですが、現実には11年

以上の車が全部で170台ということで、半分近く

が11年以上のものですということになるわけです

けれども、その車の今後５年以内の更新がどのぐ

らいの車が必要の見込みかと、またそういった計

画ができ上がっているか伺います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 議員ご指摘のとおり、そ

の10年以上経過している車がたくさんあるという

ふうなことでございますが、先ほど申し上げまし
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たとおり、その車両車両ごとの使用状況あるいは

走行距離によって傷みぐあいというのは違ってく

るというようなことでございます。また、トラッ

ク、特殊車両などについては使用頻度からすると、

まだまだ使えるものも数多いというようなこと等

ありますので、いつの時点で更新をするかという

のは、先ほど申し上げましたとおり、個々の状況

により判断しているというのが現状でございます。 

  また、一度に多数の車両を更新するというよう

なことになりますと、予算上の問題もというよう

なことになってきますので、予算編成の中ででき

るだけ平準化の調整を行っているところでござい

ます。こういったことから、全ての車両の更新計

画を持ち合わせているというようなことではござ

いません。 

  なお、消防団車両につきましては現在78台配備

をしているところでございますが、使用状況から

して使用頻度がないというようなこともあります。

あるいは、走行距離も短いというようなことがあ

りますので、20年経過した段階で更新というよう

な計画的な更新をしているところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） 大体そうしますと目安と

いうのは、もっと今長くなっているというふうな

判断と、丁寧にお使いいただいてきれいに使って

長く乗っているのかなというふうにも、どちらか

なのかなというふうに考えます。 

  そこで、まず車両経費の予算でございますが、

各目節ごとになっておりまして非常にわかりにく

いところで、我々にはわかりにくいところでござ

いますが、車両の経費の会計を一括に扱えないの

かお伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） これにつきましては、地

方公共団体の予算というものにつきましては、地

方自治法の規定によりまして、支出目的によりま

して款項目節に区分するというふうなことにされ

ているわけでございます。このように予算を区分

しますのは、目的達成にどれだけの経費が使われ

たのかということを明らかにするためというふう

なことでございますので、市が所有します車両の

経費については、どの部署で使用するかによって

それぞれの款に必要な額の予算を計上するという

ふうなことになっております。 

  ただし、そんな中でも区分が難しいバスあるい

は集中管理車、そういったものにつきましてはそ

の経費を一括計上というふうなことにしておりま

して、全ての車両の経費を一括計上するというの

は、先ほど申し上げました地方自治法上の趣旨か

らしますと、なかなか難しいものというふうに考

えております。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） 了解いたしました。 

  そうすると車自体の管理についてですが、各部

局の管理車両と集中管理車両の２種類になってい

るということでございますが、１台１台に対する

管理体制というのは十分に行き届いているという

ふうにお考えかお伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 市が保有します車両につ

きましては、１台ごとに運転日誌というものを備

えつけてあるわけでございまして、運転者がその

車両の確認、使用目的あるいは走行距離ですね、

そういったものを記録しているというようなこと

でございます。 

  また、各部門が管理する車両につきましては、

各所管の部署において責任を持って管理を行って

いるというようなことでございますし、また、集
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中管理車につきましては、本庁それから支所の管

理担当部門で一括管理をしているところでありま

す。万が一、事故等によって車両が損傷した場合、

どんなに小さな損傷であっても、その事故の報告

をするというふうなことを各課に周知をしている

ところでございます。 

  なお、損害賠償保険の事務手続につきましては、

一括して総務部財政課のほうで行っているという

ふうな現状となっております。 

  このようなことから、日常的な管理につきまし

ては、行き届いているというふうに考えていると

ころでございます。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） そうしますと、車両の管

理については現在ベストな管理体制であるという

ふうに考えているということで受け取ってよろし

いんでしょうか、再度伺います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 現在ベストな管理体制な

のかというふうなご質問かと思いますけれども、

その車両の管理体制でございますけれども、車両

を使っての業務が多い部署については必要な数の

車両を配備するということは効率的であろうとい

うふうに考えております。 

  しかし、現行のその管理体制が必ずしもやはり

ベストかと言われると、そうとも言い切れないと

いうようなところがあるだろうというふうには認

識をしているところでございます。 

  そんなことから車両の稼働率あるいはその業務

内容ですね、そういったものを検証して、そこか

らよりよい、より効率的に運用できるような体制、

そういったものを必要に応じて見直しをしていき

たいというふうには考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） 了解いたしました。 

  先ほど⑴でお伺いした車両の購入時の価格でご

ざいますが、５年以内の車両の購入額の総額が約

３億円、６年から10年の車両の購入総額が約３億

3,000万円、11年目以降の車両の購入総額が５億

5,000万円というふうになっているだろうという

ふうに思います。１台平均どのぐらい使うかとい

う平均を出すのは非常に難しいところではあった

んですが、大体18年、先ほど消防自動車等は20年

ぐらいが目安というようなこともありましたが、

18年程度使うというふうな考えをしますと、本市

がその車両を購入するのにかかる費用としまして、

平均です、本当に10年とか15年平均で考えますと、

年間約6,500万円分を更新しているというふうな

計算が成り立つんだろうと思います。 

  そこでお伺いしたいんですが、この約6,000万

から6,500万円分の車両を購入している経費を

５％削減するということは、いわゆるそれで300

万円節約するということは可能かどうかお伺いし

たいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 6,000万あるいは6,500万

のところから何％かというようなお話でございま

すけれども、ここでできる、できないというのは

なかなか即答は難しいというふうなことで考えて

おりますが、先ほどお答えしましたように、やは

り現在の集中管理あるいは各部署での管理がベス

トの体制なのかというふうなことについては、先

ほども申し上げましたように、今後検証していき

たいというふうに考えておるところでございます

ので、そんな中でやはり幾らかでも削減というよ

うなところが見い出せればというふうなことで検

討していきたいというふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 
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○３番（相馬 剛議員） 使用している車の台数を

減らすということはできない、当然必要なものと

思いますが、そうしますと、普通乗用車と軽乗用

車で全体で141台あると思います。その中で11年

以上のものが全部で57台あるんだろうと思います

が、その乗用車部門で年平均約8.4台ずつ更新す

るというふうな計算になるんだろうというふうに、

その全体の金額からしますと思いますが、例えば

そのうちの２台分を５万㎞走行した中古の自動車

を購入すると、今まで市では中古の自動車を購入

したことはないというふうなお話は伺いましたが、

中古の自動車を購入した場合、その自動車でも10

年で10万㎞走っていない部門で使うということで

あれば、当然十分用は足りるんだろうと、そうす

るとほぼ２台で約300万円ぐらいの購入費の削減

ができるんではないかなというふうな計算をする

ところでありますが、まず、市で中古の自動車を

購入して使うということが可能なのかどうなのか

お伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 公用車として中古車両を

利用してはというふうなご質問でございますが、

その利用できるかできないかというふうなことに

つきましては、利用できるんだろうというふうに

は認識をしているところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） 了解しました。可能だと

いうことだろうと思います。 

  最後に、その更新時期の明確な規定というのは、

先ほどできないだろうというふうな、できないと

いうようなことでしたが、１台１台の管理の責任

を明確に、さらに明確に決めていただきまして、

できるだけ長く使用していただけるような管理体

制に取り組んでいただくとともに、先ほど言いま

したように、車の購入する際のさまざまな手段を

とって、大体５年で約３億1,000万円ぐらいの計

算の中で動かすと、更新するというような計算を

しますと、先ほど言いました年額300万円の節約

が可能だということになれば、その分、１番の質

問の生きがいサロン事業に充当していただきたい

というふうに考えるところでございます。 

  また、もう一つ、車につきましては、市有のバ

スそれからスクールバス等の市所有のスクールバ

ス等を土日とか市民に貸し出しができないかとい

うような質問もしようというふうに思っておりま

したが、どうも通告外質問になるというようなこ

とで事務局にとめられておりますので、それにつ

いては次の機会にしたいと思います。 

  そういったことも含めまして、車両管理規程を

明確にしていただきますようお願い申しまして、

次の項の質問、じゃ、すみません、お願いします。 

○議長（中村芳隆議員） 総務部長。 

○総務部長（和久 強） 先ほど中古車を公用車と

して使えるかというふうなご質問に対しまして、

私は使用できるというふうなお答えをしたわけで

ございますけれども、それは使用できるかできな

いかというような観点でお答えしたところでござ

いまして、ただ、問題はあるというふうなことを

つけ加えさせていただきたいと思います。 

  といいますのは、１つは、やはり行政としまし

て、国のほうで地球温暖化対策の一環として燃費

の基準ですね、これを達成しなければというふう

な指針がございます。そういったところをやはり

勘案しますと、行政としてはそういったものもク

リアしなくてはならないだろうということが１点、

それから、やはり中古車となりますと、どんな方

がどんなふうな使い方をしていたのかわからない

というようなことになりますと、その耐久性なり

に信頼性が一つ欠けるんではないかというふうな
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ところがございますので、先ほど、私、使用でき

るというふうなお答えを申し上げましたが、それ

についてはやはり慎重な取り組みが必要だという

ふうには考えております。すみませんでした。 

○議長（中村芳隆議員） 質問の途中ですが、ここ

で10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ２時０９分 

 

再開 午後 ２時１９分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） それでは、３、がん検診

無料クーポン券について。 

  市民の健康診断の重要な要素ががん検診であり、

成人保健事業としてがん検診無料クーポン券があ

ります。これは、加入健康保険に関係なく利用が

できると理解しておりますが、以下の内容につい

て質問いたします。 

  ⑴平成27年度、配布された対象人数と検診事項

別の利用について伺います。 

  ⑵このクーポン券の認知度が低いというふうに

思いますが、市の所見を伺います。 

  以上、１回目の質問といたします。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員の質問

に対し答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） お答え申し上げま

す。 

  ３のがん検診無料クーポン券についてお答えを

いたします。 

  まず、初めに、がん検診無料クーポン券の制度

についてご説明を申し上げます。この事業は、一

定の年齢の方に対してがん検診無料クーポン券を

送付して、検診受診の動機づけをすることでがん

検診の受診を促進し、がんの早期発見につなげ、

がんによる死亡者の減少を図ることを目的として

実施しているものであります。 

  無料クーポン券の対象となるがん検診は、大腸

がん、子宮がん及び乳がんであります。また、そ

の対象は、大腸がん検診については、40歳、45歳、

50歳、55歳及び60歳に達した男女、子宮がん検診

につきましては、二十に達した女性及び過去５年

間市の検診を受けていない一定の年齢の女性、乳

がん検診については、40歳に達した女性及び過去

５年間市の検診を受けていない一定の年齢の女性

であります。 

  また、無料クーポン券は加入する健康保険に関

係なく利用できるものでありますが、市の検診を

受診するときのみ有効で、職場での検診や人間ド

ックには利用することができません。 

  制度についてご説明申し上げましたが、それで

は、初めに⑴の平成27年度にがん検診無料クーポ

ン券が配布された対象人数と、検診項目別の利用

についてお答えいたします。 

  昨年度、大腸がん検診の無料クーポン券の対象

人数は、男性4,270人、女性4,060人の合計8,330

人で、このうち無料クーポン券利用者は、男性

513人、女性942人、合計1,455人で利用率は

17.5％であります。大腸がん検診受診者全体の中

での無料クーポン券利用者の割合は11.5％であり

ます。 

  次に、子宮がん検診の無料クーポン券の対象人

数は4,385人で、このうち無料クーポン券利用者

は311人、利用率は7.1％であります。子宮がん検

診受診者全体の中での無料クーポン券利用者の割

合は4.5％であります。 

  次に、乳がん検診の無料クーポン券の対象人数
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は4,612人で、このうち無料クーポン券の利用者

は492人、利用率は10.7％です。なお、乳がん検

診受診者全体の中での無料クーポン券の利用者の

割合は6.7％であります。 

  続きまして、⑵のこのクーポン券の認知度に対

する市の所見についてお答えいたします。 

  無料クーポン券は対象者に直接郵送しており、

未受診者には再通知も行っていることから、対象

者には認知をしていただいているものと考えてお

ります。栃木県内における本市のがん検診受診率

を見ますと、平成26年度の実績となりますが、大

腸がん検診が40.3％で県内第５位、子宮がん検診

が48.9％で第２位、乳がん検診が50.6％で第５位

ということで、県内では比較的高い受診率を示し

ております。しかしながら、国の目標としている

がん検診受診率50％にはまだ届いていないものが

あるのが現状であります。 

  市といたしましては、今後も無料クーポン券を

初め、さまざまな方策を用いてがん検診の受診率

向上に努めてまいりたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） それでは、一括して再質

問させていただきます。 

  大腸がん検診の利用率は17.5％、子宮がん検診

の利用率は7.1％、乳がん検診の利用率は10.7％

とのことですが、がん検診無料クーポン券は十分

その対象者には認識をされていて、それはがん検

診の動機づけには十分なっているという、そうい

うＰＲ効果としても十分認知されていると、その

根拠としては受診率が目標値に近くなっているか

らというようなことなんだろうというふうに理解

をいたしました。 

  このがん検診の無料クーポン券ですが、検診案

内とこの無料クーポン券は、恐らく別々に送られ

ているんだろうというふうに思います。この検診

案内が１月か２月に送られておりまして、無料ク

ーポン券は４月から５月に送られるんだろうと思

いますが、例えばその無料クーポン券を検診の案

内の中に入れて発送すれば、一緒に発送をすると

いうことはできないのかお伺いします。 

  今年度対象者が１万7,327人ということでござ

いますので、もし郵送が１回で済めば、２回では

なくて１回で済めば、郵送料の142万円が節約で

きるということになりますが、そういったことは

できないのでしょうか、お伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） ただいまのご質問

は、毎年１月に送付する検診の申込書にあわせて、

通常４月以降なんですが、がん検診の無料クーポ

ン券の部分をあわせて郵送することができないか

というようなご質問かと思いますが、結論といた

しましては、できないというのが答えでございま

す。がん検診の無料クーポン券の事業といいます

のは国庫補助事業でございまして、補助対象年度

に実施するということが原則でありまして、通常

の集団健診の案内、前年の１月ごろに送るわけで、

この集団健診の申し込みとあわせて送付するとい

うことはできないというような認識で事業をそれ

ぞれ行っているところでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） 了解いたしました。 

  同じ事業ではないからということになってしま

うのかなというふうに思いますが、もし方法論が

ないということですので仕方ないんだろうと思い

ます。 

  また、このがん検診の無料クーポン券ですが、

先ほど言いましたように、大腸がんの無料クーポ
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ン券の利用率は17.5％で一番高いわけでございま

して、80％、８割以上が使用されていないこのク

ーポン券でございます。詳細にもし精査をできる

んであれば、その検診の形態、例えば市の検診は

受けない、会社等の検診もしくは別の健康保険等

の検診を受けているので市の検診は受けないとい

う人がもしわかるのであれば、送付に対しての使

用率が８割方ごみになっているというようなクー

ポン券にはならないんだろうというふうに思うわ

けでございますが、当然その分、クーポン券を印

刷する費用等も削減できるんだろうというふうに

思いますが、そう細かく精査することというのは

できないものなのかお伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（菊地富士夫） お答え申し上げま

す。 

  ただいまのご質問は、送付する前に、送る人送

らない人というか、細かく精査をして効率よく送

ることができないかというようなご質問かと思い

ますけれども、結論といたしましては、それがで

きないというような状況でございます。さまざま

なお立場の方がいて、厚生社会保険とか、国保と

か、あとはそのほかの保険を使っていらっしゃる

方もいます。ただ、そういった方の情報を事前に

調べて、別々にそれぞれ分けて送るというような

ことがなかなかできないというような状況でござ

いまして、手法的にできないというようなことで

ございます。 

  また、このがん検診の送付自体が、先ほどの制

度のところでお話を申し上げましたけれども、こ

れ自体がまず対象の年齢の方全員に送るというこ

とにまず意味があるというようなことだと思いま

す。まず、対象の方に動機づけをして、早目に受

診に結びつけていただく。そして、それが早期発

見につながり、早期治療になり、ひいてはそれが

がんによる死亡率の低下ということにつながるも

のだと思いますので、そういった趣旨からも全員

に送るということを前提として行っている事業で

ございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） わかりました。８割方、

現在利用されていないという、これが無駄ではな

くて十分その検診そして早期発見、早期治療に十

分つながっている事業であるというふうな認識で

ということなんだろうと思いますので、そういう

ことで理解をいたしまして、この項の質問は終わ

りたいと思います。 

  続きまして、４、市営墓地、市有墓地について。 

  本市では、旧西那須野町と旧塩原町で設置した

市営墓地と共同墓地の移管を受けた市有墓地があ

り、その管理を行っています。その内容について

以下の質問をいたします。 

  ⑴一般会計（環境衛生費・墓地管理事業）と墓

地事業特別会計の２会計としている理由を伺いま

す。 

  ⑵市営・市有墓地の施設数とそれぞれの区画数

を伺います。 

  ⑶今後新たに市営墓地を設置する考えはあるか。

また、現状での課題があれば伺います。 

  ⑷市営・市有墓地の管理の範囲について伺いま

す。 

  以上、１回目の質問といたします。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員の質問

に対し答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） それでは、４の市営

墓地、市有墓地について順次お答えいたします。 

  初めに、⑴の一般会計と墓地事業特別会計の２
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会計としている理由についてお答えを申し上げま

す。 

  市営墓地である赤田霊園１号及び２号墓地、塩

原温泉さくら公園墓地は、地方債を原資に市で造

成したものであり、利用者の受益者負担の原則に

基づき、永代使用料及び年間管理料を徴収し、独

立採算制とするために墓地事業特別会計としてお

ります。 

  一方、市有墓地は西那須野地区に存在していた

共同墓地で、昭和30年から40年代に旧西那須野町

に管理を移管されたもので、永代使用料は徴収し

ておりますが、年間管理料は徴収しておらず、一

般会計による管理が行われております。 

  次に、⑵の市営・市有墓地の施設数とそれぞれ

の区画数についてお答えをいたします。 

  市営・市有墓地の施設数の合計は11カ所となり、

総区画数は3,177区画であります。うち、市営墓

地の施設数は３カ所であり、赤田霊園１号墓地が

917区画、赤田霊園２号墓地が432区画、塩原温泉

さくら公園墓地が84区画で、総区画数は1,433区

画であります。 

  市有墓地の施設数は８カ所であり、永田墓地が

405区画、二つ室墓地が130区画、二区墓地が338

区画、上赤田墓地が150区画、西赤田墓地が163区

画、三島１号墓地が194区画、三島２号墓地が231

区画、三島３号墓地が133区画で、総区画数は

1,744区画であります。 

  次に、⑶の今後新たに市営墓地を設置する考え

はあるか、また現状での課題があればについてお

答えをいたします。 

  まず、現状の課題についてですが、市有墓地の

８カ所には区画不明の墓地、承継者不在の無縁墓

地、使用者不明等の墓地が存在いたします。その

ため、墓地台帳を整備して使用者や区画を明確に

把握することが課題であると考え、昨年度から墓

地調査を順次進めているところであります。 

  今後、新たに市営墓地を設置する考えがあるか

どうかについては、墓地台帳を整備した後、新た

に使用できる市有墓地数を把握し、寺院等の墓地

を含め市全体の墓地の需要と供給等を総合的に検

討し、判断していきたいと考えております。 

  最後に、⑷の市営・市有墓地の管理の範囲につ

いてお答えをいたします。 

  管理料を徴収していない市有墓地については、

墓地の草刈り、清掃、水道の管理を行っており、

管理料を徴収している市営墓地につきましては、

これに加えましてトイレ、街灯などの維持管理を

行っているところであります。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） それでは、すみません、

一括して再質問をさせていただきます。 

  まず、永代使用料と年間管理費は、市営墓地の

永代使用料と市営墓地ですね、市営墓地の永代使

用料と年間管理費は幾らかお伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 市営墓地だけでよろ

しいでしょうか。 

〔「両方」と言う人あり〕 

○生活環境部長（山田 隆） 両方ですか。 

  それでは、まず初めに、市営墓地についてお答

えいたします。 

  まず永代使用料は、赤田霊園１号の５㎡区画が

20万、９㎡区画が36万、赤田霊園２号が34万、塩

原さくら公園墓地が20万で、さくら公園墓地の場

合、市外の方は40万円となっております。年間管

理料は、赤田霊園１号墓地の５㎡区画が1,000円、

９㎡区画が1,800円、赤田霊園２号墓地が1,000円、

塩原さくら公園墓地が１万円となっております。 
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  次に、市有墓地についてお答えをいたします。 

  永代使用料は、三島３号墓地が１㎡につき２万

9,000円、その他の墓地が１㎡につき１万6,000円

となっております。年間管理料は、先ほど申し上

げましたように取っておりません。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） 管理料は取っているとこ

ろと取っていないところで区別されているようで

ございますが、しかしながら、その市営墓地と市

有墓地の設備の差、それから実際に見たところの

景観の差というものが大分あるように見受けられ

るんですが、その差をどういうふうにお考えか伺

います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 市営墓地のほうは、

ご存じのように、市が造成して設備も市がつくっ

たというところでございまして、市有墓地のほう

は、それまで共同墓地だったものをそのまま移管

して、そのまま維持管理しているというところで、

おのずと差が出てくるのかなと思っております。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） そうしますと、市有墓地

の草刈り、清掃等は、年に何回、どなたが行って

いるんでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 市有墓地の維持管理

につきましては、シルバー人材センターに委託を

しております。二区墓地、二つ室墓地については

草刈りを年３回、それから三島１号、２号、３号

墓地については草刈りを同じく年３回、それから

垣根等の剪定、これを年１回やってもらっており

ます。それから上赤田墓地、西赤田墓地は草刈り

を年２回、永田墓地は草刈りを年１回、垣根の剪

定を年１回行っております。 

  それから、清掃というところでいいますと、ご

み拾いを２カ月に１回行ってもらっております。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） 先日、市有墓地を全部見

てきたわけでございますが、そのときに、入り口

に区画内の草を取った、袋に入れ詰めたものが、

その全体の区画の入り口のところに積んであって、

それをそういうことで２カ月に１回でしたか、そ

れを回収するというようなことをやっているとい

うことで、たまたまその間に行ったんだろうと思

います。相当山積みになっていた。また、あると

ころは、もう草が膝以上の高さまでありましたの

で、入っていけないというような場所もございま

した。 

  そこで、例えば墓地条例等に具体的な管理内容

というものは定めてあるのかないのかお伺いしま

す。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 墓地の管理について

は、条例上、具体的に内容は定めておりません。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） そうしますと、先ほど言

っていた墓地管理システムというものは、一体ど

のようなものでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 墓地管理システムの

質問でございますが、従来、例えば墓地の利用者

名簿、それから墓地の区画図、それから埋葬・改

葬の履歴、それから使用料・管理料、これらのい

わゆる情報の台帳それぞればらばらだったものを
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一つの台帳に一元化したシステム、これが今おっ

しゃった墓地管理システムでございまして、市民

からの問い合わせに対してすぐに対応できるシス

テムという形になっております。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） そうしますと、現場の管

理については、当然そのシステムには全く関係な

いというようなことになってくるんだろうと思い

ます。 

  もう一つ、市有墓地とその市有墓地の外側の隣

地の境界との差がはっきりしていないところがご

ざいまして、それをはっきり生垣なのか、例えば

土どめなのか、土手なのか、ただの草っ原なのか

というのがよくわからない、はっきりしていない

というようなことが見受けられると思うんですが、

それについて整備するという考えはあるかどうか

伺います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 墓地とその隣接地と

の間の境界線というのは、今進めている墓地調査

の中で境界線をはっきりさせるつもりでございま

すが、ただ、議員おっしゃる生垣であるとか塀で

あるとかと明確に構造物を入れるというところは、

今のところ予定はございません。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） もう一点、その市有墓地

についてでございますが、手おけとかひしゃくと

か、その手おけ棚等に設備が墓地の箇所によって

まちまちになっているというところでございます

が、一応手おけには那須塩原市というふうに印刷

がされておりますんで、市で設置しているものだ

ろうというふうに思いますが、それがまちまちに

なっているところもございますし、それが例えば

手おけとひしゃくが地面に置いてあるところ、た

だ、ブロックか何か置いてその上に置いてあると

ころ、あとは棚をつくって置いてあるところ、ま

ちまちでございますが、当然市営墓地については

アルミの屋根つきの棚が設置されているというよ

うなことになっておりますので、見た目の差は相

当大きいものがあるというふうな感じでおります。 

  そうした水道のほかに、例えば手おけですとか

ひしゃくですとかというものをきちんと整備をす

るというようなお考えはあるかどうか伺います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 現在市有墓地の維持

管理につきましては、修理修繕的なものの整備は

行っております。手おけ等についても、例えばな

くなったものについては市のほうで買って補充す

るという形をとっておりますが、最終的に市営墓

地と市有墓地の設備をどういうふうな形で整備し

ていくかという方向は、まだ明確に決まっており

ませんので、今申し上げたように、修理修繕の部

分をやっていっているという、そんな状況でござ

います。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） そうしますと、上赤田墓

地の入り口のところにある木製の手おけ棚なんで

すが、ほぼ腐って今にも崩れ、半分崩れかけて崩

れそうな状況になっているところということはあ

るんですが、そういったものの修理はやっていた

だけるということでよろしいんでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 早急に現場を見させ

ていただいて、修理が必要であれば対応させてい

ただきたいと思っております。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） よろしくお願いします。 
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  墓地台帳の整理というふうなことを先ほどおっ

しゃっておりましたが、この墓地台帳の整理、昨

年度から始まったというようなお話でしたが、こ

れいつごろまでかかる予定でしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 墓地台帳の整理、墓

地調査、昨年度から始めておりまして、一応４カ

年というところで平成30年度までの予定で進めて

おるところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） 先日、やはりその墓地を

見にいったときに、ちょうど３組の方に、墓参に

来られている３組の方にお会いしまして、その方

とお話をちょっとしましたけれども、３組の方、

皆さん管理料を払ってでも、できれば市のほうに

もう少し管理をしてもらいたいというふうなお話

をしておられました。また、ある女性の方は、こ

の景観では実は１人ではちょっと怖くて来られな

いと言っている方がいまして、必ず旦那さんと一

緒に来るんですというようなお話をされておりま

したので、自分のお墓があるところなんですが、

もちろん町の中にあるお墓でございますから、そ

んなに景観がというようなこともあるんですが、

でも、やはりその周りの中の草刈りですとか、そ

ういった入っていけないような状況もございます

ので、ちょっと薄暗かったりもしますから、１人

では行けないというようなこと、来れないんだと

いうようなお話をしておりましたので、何とかそ

ういうことで、その墓地管理台帳の整理を早目に

していただいて、もしでき上がっているところが

あるんであれば、それを先行して、例えばその使

用している方に連絡をとって、管理料をというよ

うな話を進めて、その整備の進めるのを全部終わ

らなくても、大体わかっているところから順次進

めるというようなことは考えられないんでしょう

か。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 議員おっしゃるよう

に、確かに市の所有になった経過は市営墓地と市

有墓地で全然違いますけれども、管理の面からい

えば不公平感、確かにおっしゃるとおりだと思い

ます。これについては、先ほど申し上げました墓

地調査が30年に終わるというところでありまして、

その調査を待って、不明な区画あるいは継承者不

明なところとか、所有者がはっきりした時点で、

それぞれおっしゃったように管理料の問題があり

ますので、説明会等を開いて地元の意向を確認し

た上で、整備の方針を決めていきたいと思ってお

ります。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） もう一度お伺いしますが、

それは全部台帳が整理がつかないと進めないとい

うことですか、それとも今わかっている方だけで

もそれが先行して進められないのかというような

質問なんです。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（山田 隆） 昨年２つ市有墓地が

終わりまして、今、ことし２つ取りかかっており

ます。来年２つ、再来年２つ、市としては全ての

８区画、８の墓地調査が終わった時点で地元の意

向を確認して、その手数料の問題も含めて管理を

どうしていくかというのを進めていきたいという

ふうに思っていますので、30年の調査を待って取

りかかっていきたいというふうに思っております。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） 了解いたしました。 

  一昨年、小学校の授業を拝見といいますか、視
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察したときに、先生が子どもたちに１人の人の10

代前の祖先は何人いますかという設問をしており

ました。当然答えは10代前ですから、1,024人と

いうことになりますが、１人の人の10代前の祖先

は1,024人ということになります。墓地はそうし

た多くの祖先に思いを寄せて、また感謝をして自

分を見つめ、その自分の心が素直になれるところ

なんだろうというふうに思います。現在そういう

ことで市有墓地・市営墓地に多少管理面そして設

備面、そして景観面、特に景観面でも大きな差が

あるというふうなことは認識いただいたというふ

うに思いますので、その市有墓地の現状を、その

グレードはいろいろあると思うんですが、市有墓

地をこれから市営墓地と同じグレードのものにと

いう、それはなかなか難しい、もちろん駐車場の

スペースもございませんし、そういったグレード

は無理なんだろうと思いますが、先ほど言いまし

たように、自分のお墓に１人で行くのは怖いとい

うようなことにならないようなグレードの整備を

お願いいたしまして、この項の質問を終わります。 

  ５、東京オリンピック・パラリンピックのキャ

ンプ地誘致について。 

  2020年東京オリンピック・パラリンピックが４

年後に開催される予定です。本県でもキャンプ地

誘致を検討している自治体がありますが、オリン

ピックやパラリンピックのキャンプ地誘致には、

まず競技施設、選手の宿泊施設などのその設備と、

そのグレードが問われるところであると思います

が、50年に１回あるかないかのイベントでござい

ます。市のスポーツ振興やシティプロモーション、

また市民の一体感の醸成など、さまざまな角度か

らご検討いただき、キャンプ地誘致にエントリー

していただきたいというふうに思いますが、市の

考えを伺います。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員の質問

に対し答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） ５の東京オリンピック・

パラリンピックのキャンプ地誘致についてお答え

をいたします。 

  キャンプ地誘致につきましては、昨年12月議会

の市政一般質問で櫻田貴久議員からいただきまし

て答弁をしたように、オリンピック・パラリンピ

ック競技大会の組織委員会により示されました施

設の基準が非常に厳しくて、本市にはこれらの基

準を満たしている施設というものはないというの

が現状でございます。 

  しかしながら、昨年７月にオーストラリアのラ

グビーチームが視察に参りました。本市の充実し

た施設、また恵まれた環境が評価されたというこ

とだろうと思っております。このキャンプ地誘致

を成功させるためには、市民を初めとして民間の

関係団体も含めてオール那須塩原体制をつくって

取り組んでいくことが不可欠というふうに考えて

おります。 

  今後も引き続き情報収集に努めまして、誘致の

実現の可能性について検討してまいりたいという

ふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ３番、相馬剛議員。 

○３番（相馬 剛議員） ご答弁のとおり、昨年12

月にはキャンプ地誘致について検討していくとい

うようなご答弁だったというふうに実は理解して

おりました。先月上旬の新聞では、本市は検討し

ていないというような記事になっておりましたの

で、今回の質問に入れたところでございます。 

  先ほど言われたように、オール那須塩原で取り

組むというような体制が不可欠ということでござ

いますので、新聞の取材に対して検討していない

というふうに答える部署がもしあるとするならば、
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なかなか誘致が難しくなってくるんではないかと

いうふうに思います。 

  最前線で情報収集や誘致の可能性について進め

ているスポーツ振興課を全庁で最大限に応援して

いただくことをご期待申し上げまして、私の本日

の一般質問を終了いたします。ありがとうござい

ました。 

○議長（中村芳隆議員） 以上で、３番、相馬剛議

員の市政一般質問は終了いたしました。 

  ここで10分間、休憩いたします。 

 

休憩 午後 ２時５５分 

 

再開 午後 ３時０４分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 伊 藤 豊 美 議員 

○議長（中村芳隆議員） 次に、９番、伊藤豊美議

員。 

○９番（伊藤豊美議員） 皆さん、こんにちは。議

席番号９番、ＴＥＡＭ那須塩原、伊藤豊美です。 

  本日最後の質問者となりました。皆さん、大変

お疲れのところ申しわけないんですが、もう少し

私とともに、静かに聞いていただきたいと思って

おります。 

  それでは、通告書に基づきまして質問を行いま

す。 

  １、農業者の経営所得安定対策等の収入減少影

響緩和対策について。 

  一定の要件を満たす農業者を対象として、収入

減少による農業経営への影響を緩和するため、米、

麦、大豆等の販売収入の合計が標準的収入を下回

った場合に、その差額９割を補てんする収入減少

影響緩和対策（ナラシ対策）について伺います。 

  ⑴27年度那須塩原市で本事業に加入している農

業者と加入していない農業者の数について伺いま

す。 

  ⑵27年度の加入要件はあるのか伺います。 

  ⑶26年度、那須塩原市で本事業に同じように加

入している農業者の数と加入していない農業者の

数についても伺います。 

  ⑷26年度と27年度の加入要件の違いについて伺

います。 

  ⑸ナラシ移行のための円滑化対策（26年度限

り）について、対象者の数と再生協議会が農業者

に対してどのように対応してきたか、対処したの

か、また最終的に申請書を提出しなかった数は何

名か伺います。 

  以上、１回目の質問といたします。 

○議長（中村芳隆議員） ９番、伊藤豊美議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） それでは、１の農業

者の経営所得安定対策等の収入減少影響緩和対策、

通称ナラシ対策についてのご質問にお答えをいた

します。 

  初めに、ご質問の１と３、本事業に加入してい

る農業者と加入していない農業者の平成27年度と

26年度の数についてあわせてお答えをいたします。 

  まず、この事業への加入申し込みにつきまして

は、国の事務ということになっておりますが、本

事業への加入者数は国で市町村ごとの加入者数を

公表していないことから、本市の再生協議会で把

握しているという、その数値でお答えを申し上げ

ます。 

  平成27年度では、要件を満たしておりました
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598人中382人が加入をし、216人が未加入、平成

26年度では、245人が本事業に加入いたしました

が、加入要件を満たしている農業者の数が把握で

きていないということでございますので、未加入

者は不明でございます。 

  次に、⑵の27年産の加入要件はあるか、及び⑷

の26年産と27年産の加入要件の違いについてもあ

わせてお答えを申し上げます。 

  27年産の加入要件は、認定農業者、集落営農組

織、認定新規就農者であることでございますが、

26年産は認定農業者であること、かつ規模要件と

いたしまして４ha以上であることということが加

入要件となっておりました。 

  最後に、⑸のナラシ移行のための円滑化対策に

ついて、対象者の数と再生協議会が農業者に対し

てどのように対応してきたか、対処したのか、ま

た最終的に申請書を提出しなかった数は何名かに

ついてお答え申し上げます。 

  市の再生協議会が当時の関東農政局栃木支局大

田原地域センター、現在、名称が変わりまして大

田原駐在所というふうになっておりますが、そこ

からお預かりをいたしました申請書の数は1,837

人分でございました。 

  市再生協議会の対応につきましては、４月末日

を提出期限とする申請書を４月中旬にお預かりを

し、書類の発送、回収、取りまとめを行い、５月

中旬に大田原地域センターに提出をしております。

再生協議会では、提出期限後に取りまとめを行っ

た段階で407人が未提出となっていたため、未提

出の農家に対して電話連絡を行い、その結果、新

たに75人から取り急ぎ申請書の提出をいただいて、

最終的な未提出は332人となったところでござい

ます。 

○議長（中村芳隆議員） ９番、伊藤豊美議員。 

○９番（伊藤豊美議員） 今回のこの質問について

は、ことしの２月の青色申告の会場で話が出まし

た。国からの補助金については、税制上、雑収入

で計上しなくてはなりません。青色申告会の指導

士より指摘され、通帳をよく調べたが入っていま

せんとのことでした。その本人に尋ねると、その

書類も見たことないし、また電話もかかってこな

いとの話がありました。私もこのことについて調

べてみました。このことについて数、今、先ほど

も332人と言いましたが、この数の多さに大変驚

きました。 

  今回の質問をつくるに当たり、関東農政局の大

田原地域センターまた再生協議会、ＪＡなすのに

出向きました。それでは、今から再質問を行いま

すが、⑴から⑸につきまして関連がありますので、

一括で質問をいたします。 

  先ほどお答えをいただきましたが、その中で、

私はこの質問をつくるに当たり、この数を比べた

かったんです。それで26年度と27年度についてお

答えをしていただいたわけでありますが、本ナラ

シにつきまして、先ほどの答えの中では26年度加

入している人は245人、そして未加入者ですね、

これは未加入者につきましては26年度限りのその

部分もありましたので、その数については1,837

人であります。計2,082名というのが26年度、そ

して27年度につきましては先ほどお答えがありま

したが、加入者が382人、未加入者につきまして

は216人とありました。計598人が27年と26年の違

いでございますが、この中で私は、今、先ほど大

田原の国また再生協議会、そしてまたＪＡのほう

に出向き話を聞いた中で、若干の狂いがあるんで

す。例えば26年度の加入者ですが、ここでは245

人と言ったんですが、私の調べでは、26年度のナ

ラシの加入者については226件というんですから

226人です。そのようにお答えがありましたが、

この辺のところ、ちょっと狂いとかそのことをも



－198－ 

う一度お伺いしたいのですが、よろしくお願いし

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） まず、今、議員のご

質問にありましたのは、26年度の本ナラシのほう

の数ですか、私どもの協議会で把握をさせていた

だいております人数が245、議員のほうで出向い

てとってきた数字が226でございます。その差に

ついては私どものほうではお答えできませんとい

いますか、原因がわからないというところでござ

います。 

  それから、先ほどご質問の中で26と27の比較が

しっかりとしたかったというお話がございました

が、確かに今申し上げた数字でいきますと、27年

度について申し上げておりますのは、加入要件を

満たしている方のうちで加入した方が382、未加

入が216、合わせまして598。26については、円滑

化対策が行われましたので、非常に数字が大きく

なっちゃっている、素直に比較できる数字じゃな

くなっているというところはあるかと思います。 

  26年度、先ほど要件を申し上げましたが、面積

要件まで加えて実際にこの事業の対象となったの

が何人かという、そもそもの数字がわからない。

ただ、その中で推計をするならば、円滑化対策で

後から届けられましたのが1,837人という数字が

ございますので、そこから一つの推計をすれば、

合計が2,082という数字が出てくるかと思います。

その数字が全く同じであると仮定でございますが、

27について全体の数字が2,082だよという推定を

すれば、本ナラシに加入している方は382ですの

で1,700人ほどが結果的に未加入と。ただ、制度

が違っていますので、比較はできませんが、数字

がどの数字と対応するんだという話になれば、

1,700という数字になるかというふうに思います。 

○議長（中村芳隆議員） ９番、伊藤豊美議員。 

○９番（伊藤豊美議員） 先ほど私、数字が違うと

言った部分につきましては、関東農政局の大田原

地域センター、そこで聞いてきた数字が226と、

加入者がですね、その数字を言いました。 

  それと、この未加入者につきまして、26年度に

ついては1,837名、37件というんですか、人とい

うんですか、そしてそれに加えて27年度が216名

と、これかなりの数字が変わってくるんですが、

今、部長のほうからの話がありましたが、26年度

と27年度については制度が違うということは私も

認識しておりますが、その辺のところちょっとま

たわかりませんので、もう一度お願いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 大変わかりにくい説

明だったということかもしれませんが、26年度の

制度で申し上げますと、もともとこのナラシ対策、

本ナラシのほうですね、予定をしておりましたの

が、加入要件は認定農業者であること、かつ規模

要件として４ha以上であることと、その対象者が、

その数がつかめておりませんが、加入したのが私

どもの数字で245、議員の数字で226、若干の差が

ありますが、そこが一つの制度として26年度ござ

いました。 

  さらに26年度は、この本ナラシ制度移行のため

の円滑化対策という制度が追加をされました。通

常このナラシ対策に入るのには掛金といいますか、

積立金といいますか、お金を出して入って、米、

小麦等の値段が標準よりぐっと下がったときには

その差額を補填いたしますよと、ざっくり言うと

そういう制度でございます。そこに入らなかった

方にも、今度こういう制度ができたんですから、

利用促進的な意味も含めまして国が26年度産米に

限りまして、円滑化対策という事業を打ってまい
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りました。そこで加入要件にかかわらず、一定の

加入要件、先ほど申し上げました認定農業者と４

haにかかわらず、要件を満たしている農家に、全

農家に対して一度お知らせをいたしましょう。急

に決まったのが、決まったのがといいますか、再

生協議会にこういうことで、これを至急農家さん

に配ってくれというのが先ほど申し上げました４

月半ばに持ち込まれた1,837件の制度でございま

す。あわせまして、26年度はその２つの制度があ

ったと。 

  27年度については、今、後から申し上げました

円滑化対策というものが施されておりませんので、

本来の制度のみ、先ほどの加入要件で申し上げま

すと、認定農業者、集落営農組織、認定新規就農

者という方が対象ですよというんで、今回は完全

に対象が絞られておりまして598人、そこで加入

したのが382人ということで、もと数の違いで大

きな差が出ているというところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） ９番、伊藤豊美議員。 

○９番（伊藤豊美議員） 私も調べた結果、226人、

245人の数字について、小さな数字をいつまでも

重箱の隅をつついたように言うつもりはありませ

んが、そのようになっているんです。 

  また、⑶については、今お答えがありましたが、

本ナラシについては245人、先ほど言いました。

非加入者については1,837人、円滑化加入者につ

いては26年度限りで1,505名、それにつきまして

は了解をいたしました。 

  ⑷について、26年度は先ほどもお答えがありま

したが、認定農業者であること、規模要件として

４ha以上であることが加入要件となっていること

もよくわかりました。 

  続きまして、⑸について、今回、再生協議会の

皆さんは大変苦労したと思います。なぜかという

と、407名の未提出者がいて、農家に電話連絡を

行い、最終的には332人となったということです

が、332人という未提出者、そのもらえる部分が

もらわない人がいたということにつきまして、こ

の数字を見てどう思うかお伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 332人の未加入者、

322人です、失礼いたしました。 

〔「332」と言う人あり〕 

○産業観光部長（藤田一彦） 332ですね。この数

字を見てどうなのかと、どう思うかと。なかなか

この数字を見て、あの条件の中で多いのか少ない

のかという判断は難しいのかなという気はいたし

ますが、ただ、大変な数字であるというふうに率

直に考えております。 

  我々といたしましては、この数字はやはりゼロ

という形であるべき数字であったなと、あったな

という言い方もちょっとおかしいですが、これは

ゼロであるべき数字であるなというふうに感じて

おります。 

○議長（中村芳隆議員） ９番、伊藤豊美議員。 

○９番（伊藤豊美議員） 今回は国の役割、また市

の役割、そしてＪＡの役割と分業して対応をして

いたと、回ったところではそういうふうに言って

おりました。ちょっと時系列を見てみたいと思う

んですが、４月15日に国から再生協議会に対しま

して交付申請書を1,837通再生協議会では預かり、

４月20日にまた国から連絡が再生協議会にありま

して、申請書が間違っていたので申請書の差しか

えをしてほしいということで、再生協議会では同

日、４月20日、農業者に対して発送をしたという

形であります。そして４月30日には申請期限、申

請の期限ですね、それが４月30日であります。４

月15日から４月30日までここについて15日間であ

ります。ですが、４月20日、今言いましたように、
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国のほうからちょっと間違ったということで、直

した申請書を発送したということです。そうする

と、農業者のもとに来たのは４月20日に出したわ

けですから、大体手元に届く、市内に手紙を出せ

ば、議長なんかよくわかるでしょうが、１日から

２日は届かない傾向があると思うんで、その期間

も猶予しますと１週間であります。そんな中で、

それと４月15日、考えてください、４月30日まで、

これは農家としてはちょうど田植えの時期に当た

ります。田植えのちょっと前の時期で植え代かき

というと、例えば２反歩とか３反歩の田んぼに入

って植え代かきをすると、２時間から３時間ぐら

い出てこられない状態になってしまいますので、

多分この時期にこういう１週間でやってほしいと

いっても、私はその332の数字が出たというもの

は、こういうところにあるんではないかと思って

おります。 

  また、再生協議会では、未提出者へ電話で対応

したということです。電話で407人の人に全て電

話をかけたと言っておりますが、今言ったように、

農家としては大変忙しい時期もあったということ

で、ちょっと確認したいのですが、再生協議会で

電話をしたら、407名のうち何割の、何割でよろ

しいですか、何割の方が電話に出てきちっと答え

てくれたのか、また、対応の履歴はあるのか伺い

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 電話を再生協議会で

かけたときに、何人の方が応対して、そこで理解

をいただいたかというところについては、数値は

把握してございません。結果的に75人の提出をい

ただいたというところまで、再生協議会のほうに

口頭で確認をしたところ、限られた時間の中、ま

さに戻ってきてから、さらにもっと短い時間の中

で毎晩電話をかけたんですが、結果的には全部の

ところにかけはいたしましたが、全部のところが

つながったということはなかったという話は聞い

ております。 

  また、電話に出た方が、私じゃわかんないよと

いうところもあったということは確かでございま

す。 

  そういうことに備えまして、再生協議会では、

各農家さんに電話をかけるにあわせまして、そう

いうところから農協さんであるとか、商系業者さ

んのほうにも問い合わせがいくことも考えられま

すので、そちらのほうにもこういう電話をしまし

たんで、問い合わせがあった際には説明方お願い

しますというような対応はしたというお話を聞い

ております。 

○議長（中村芳隆議員） ９番、伊藤豊美議員。 

○９番（伊藤豊美議員） ただいまのお話ですね、

大分わかりました。 

  今回につきましては、この再生協議会が407名

という人に１件１件電話をかけたという状況です

が、再生協議会で本当に大変苦労してしまったの

かなというのが私の考えでございます。そんな中、

実は私は、先ほど一番最初も、今回は分業して国

の部分とＪＡ、そして再生協議会で分業してやっ

たと言うんですが、今回につきましては、ぜひ再

生協議会でもＪＡに応援を求めて連携して今回話

を進めていけば、この332というものが少しでも

減るのかなと自分では思います。また、ＪＡにつ

いては支所方式になっていますので、各農家の家

族状況とか経営状況とか全てわかっております。

ですから、再生協議会ではＪＡと連携して対処す

れば、私はよかったのかなと思いますが、この辺

についてもう一度お伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 産業観光部長に確認させ

ていただきますが、この市再生協議会というのは、
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これは事業主体は市が管轄しているところですか。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 再生協議会自体は、

市と一歩離れた組織で、再生協議会という組織は

別につくっておりますが、市の職員もそちらに入

っていますし、ＪＡのほうからもいただいており

ます。また、再生協議会のプロパー職員もいると

いう中で仕事をしている組織でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 質問者に申し上げますが、

そういったものも含めて再質問するようにお願い

いたします。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） ＪＡとの連携につい

てでございます。 

  議員おっしゃるとおり、今、私が申し上げた、

市の職員もおりますよ、ＪＡの職員も入っていま

すよ、そういう中で組織としてそれぞれが連携を

深めて農業者のための組織として働いていくとい

うことには全くそのとおりでございます。 

  今後も、このごろの動きを見ていますと、こう

いう急ぎの仕事というのはまだ来るのかなという

ような気もいたします。今回の反省を踏まえまし

て、さらにその辺は連携を図りながら仕事を進め

ていけるように努めてまいりたいというふうに考

えております。 

○議長（中村芳隆議員） ９番、伊藤豊美議員。 

○９番（伊藤豊美議員） 今後は、国から市またＪ

Ａにシフトが強くなってきて、平成30年度からそ

のような対応が強くなってきておるものと思いま

す。また同じことを言うかもしれませんが、市と

ＪＡがもっともっと連携して農家に対応してほし

いと思います。そうすることによって、このよう

な332という大きな数字がもっともっと圧縮でき

るのではないかと思います。ですから、今回の質

問にいたしました。 

  それでは、これで１、農業者の農業所得安定対

策等の収入減少影響緩和対策については一般質問

を終わります。 

  続きまして、２番、那須塩原駅周辺整備事業に

ついて。 

  ⑴那須塩原駅周辺整備事業は、どの辺まで進ん

でいるのか伺います。 

  ⑵番、那須塩原駅周辺整備計画の策定に当たり

地元の団体や、企業などのヒアリングを行ったと

聞いたが、どのような目的でヒアリングを行った

のか伺います。 

  ⑶番、どのような内容の意見が寄せられたのか

伺います。 

  ⑷番、新庁舎は、那須塩原駅周辺の中心施設と

なると思っていましたが、それが延期になった今、

道路などのインフラの整備をさらに進めて新庁舎

の受け入れ態勢を整えておくべきではないかと思

うが、どのように考えているのか伺います。 

  ⑸番、新庁舎の建設時期について伺います。 

  ⑹都市計画道路３・３・４号線、東那須野東通

りの進捗状況と、那須塩原駅東口の整備について

伺います。 

  以上、１回目の質問といたします。 

○議長（中村芳隆議員） ９番、伊藤豊美議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 伊藤豊美議員の那須塩原駅周

辺の整備についての質問に順次お答えをいたしま

す。 

  初めに、⑴の那須塩原駅周辺整備事業について

でありますけれども、昨年度から今年度にかけて

那須塩原駅周辺地区都市再生整備計画策定に係る

調査検討業務委託を実施しております。本業務は、

県北の玄関口にふさわしい駅前広場の整備や民間

活力の導入も視野に入れた町並みの形成と、土地
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の高度利用促進を図るため、現状の把握や課題整

理のほか、まちづくりイメージの検討、民間事業

者等へのヒアリングなどを行っております。 

  次に、⑵の地元団体や企業などに行ったヒアリ

ングの目的と⑶のどのような意見が寄せられたか

については関連がございますので、あわせてお答

えをいたします。 

  まずは、ヒアリングの目的ですが、民間事業者

に対しましては、まちづくりに対する意見や感想、

進出の可能性等の把握を目的として実施をしてお

ります。 

  地元の団体等に対しましては、地域の魅力や課

題、土地の有効な活用、まちづくり活動などの考

え方を把握することを目的に実施をしております。 

  寄せられました意見については、民間事業者か

らは、那須塩原地域への関心やポテンシャルの高

さなどから、当地区のまちづくりに期待する声を

多くいただきましたが、直ちに進出したいという

意見は少ないものでございました。 

  また、地元団体からは、土地の高度利用がなさ

れていないという意見はあるものの、今後のまち

づくりへの高い関心が寄せられております。 

  次に、⑷の新庁舎の受け入れ態勢についてお答

えをいたします。 

  新庁舎建設予定地の那須塩原駅西地区は、既に

区画整理事業が完成をしており、周辺のインフラ

整備はほぼ終了しているものと考えております。

今後は、駅東側から西地区へのアクセス向上など

を検討してまいりたいと考えているところでござ

います。 

  次に、⑸の新庁舎の建設時期についてお答えを

いたします。 

  ６月７日の櫻田貴久議員の市政一般質問にお答

えをしたとおり、東京オリンピック開催後の着工

を原則に、合併特例債の発行可能期間をも視野に

入れ、これから手順を踏んで全体の整備スケジュ

ール等を検討してまいりたいと考えております。 

  最後に、⑹の都市計画道路３・３・４号東那須

野東通りの進捗状況と那須塩原駅東口の整備につ

いてお答えをいたします。 

  都市計画道路３・３・４号東那須野東通りにつ

いては、一般県道東小屋・黒羽線の起点振替、延

伸により、都市計画道路３・３・２号黒磯那須北

線までの整備を栃木県に要望しておりますが、具

体的な整備は現在未定でございます。 

  那須塩原駅東口の整備については、利用者の利

便性向上のため、エレベーター設置の基本計画策

定業務を進めております。また、活力のあるまち

づくりのためには、西口との連携が重要と考えて

おり、現在、検討を進めているところであります。 

  １回目の答弁とさせていただきます。 

○議長（中村芳隆議員） ９番、伊藤豊美議員。 

○９番（伊藤豊美議員） それでは、再質問をさせ

ていただきます。 

  ⑴について、都市再生整備計画を導入して行う

との話でありましたが、それはどのような性格の

補助事業なのか伺います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） 都市再生整備計画事業に

つきましては、地域の特性を生かした個性あふれ

るまちづくりを実施いたしまして、全国の都市の

再生を効率的に推進することにより、地域住民の

生活の質の向上と、地域経済、社会の活性化を図

ることを目的として行う国土交通省所管の事業で

ございます。 

  現在進めております黒磯駅周辺地区でもこの都

市再生整備計画事業を導入して進めておるところ

であります。 

  以上です。 
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○議長（中村芳隆議員） ９番、伊藤豊美議員。 

○９番（伊藤豊美議員） 国は、コンパクトシテ

ィ・プラス・ネットワークの考えでまちづくりを

進めるとのことを示していますが、那須塩原駅周

辺地区の整備についてはどのように考えるのかお

伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） 国が示しますコンパクト

シティ・プラス・ネットワークといいますのは、

市内の主要な拠点に全てを集約するのではなく、

複数の拠点に医療、福祉、商業、住居などをバラ

ンスよく集約しまして、それを公共交通のネット

ワークでつなぐことで、行政区域全域で考えるも

のでございます。 

  本市では、黒磯駅、それから那須塩原駅、西那

須野駅を中心とした地域に拠点に設けまして活性

化を図る考えでありまして、これは国が示す考え

に対応をしておるところであります。 

○議長（中村芳隆議員） ９番、伊藤豊美議員。 

○９番（伊藤豊美議員） じゃ、続きまして、⑵、

⑶について、ヒアリングの結果、民間業者からは

余りよい回答は得られなかったとのことだが、今

後どのような対応を考えているのか伺います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） 現在、具体的な事業につ

いては、今、調査検討を進めているところであり

ますが、那須塩原駅周辺の活性化につきましては、

民間事業者の協力は重要であると考えております。

ヒアリング等におきましては、当地区のまちづく

りへの高い関心がありましたことから、今後、具

体的な計画の策定を進めながら、民間事業者を呼

び込んでいきたいなというふうに考えております。 

  また、国が推進しておりますエリアマネジメン

ト、これは地元住民などが主体的にまちづくりに

取り組む制度ということでありますが、これらに

ついても今後検討していきたいというふうに考え

ておるところであります。 

○議長（中村芳隆議員） ９番、伊藤豊美議員。 

○９番（伊藤豊美議員） わかりました。 

  それでは、⑷について伺います。 

  駅西口に宇都宮と同様なペデストリアンデッキ

を設置する計画があったが、現在の計画はどうな

っているのか伺います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） 駅西口広場のペデストリ

アンデッキでございますが、こちらにつきまして

は、バリアフリー化と歩行者の安全確保の考えか

らペデストリアンデッキの設置を計画しておりま

した。これは、以前、議員の全員協議会のほうで

もお話をさせていただきましたが、こちらペデス

トリアンデッキを設置して、西口広場のほうの安

全確保を図りたいということで考えていたところ

であります。これにつきまして、今年度から来年

までの２カ年間におきまして駅前広場基本計画の

策定を進める予定でおりますので、設置の規模を

含めた検討をしていきたいというふうに今のとこ

ろは考えております。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ９番、伊藤豊美議員。 

○９番（伊藤豊美議員） 先ほど市長のほうから、

⑷について、今後は駅東地区から西地区へのアク

セスの向上を検討したいとの話がありました。こ

れについて具体的にはどのようにするのか伺いま

す。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） 駅東から西地区へのアク
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セスということでございますが、駅東から西口に

立体交差によりましてアクセスしております道路

は、現在のところ、主要地方道大田原・高林線と

いうことで大原間西通りですか、アンダーのほう

しかございません。国道４号の渋滞緩和ですとか

県北東部からのアクセス機能向上のためには、県

道東小屋・黒羽線、先ほど市長のほうから答弁が

ありました東小屋・黒羽線の起点振替及び都市計

画道路３・３・２号黒磯那須北線という道路であ

りますが、そちらまでの路線の延伸が必要不可欠

であるというふうに考えておりますので、引き続

きこちらについては県に要望をしているというと

ころでございます。 

○議長（中村芳隆議員） ９番、伊藤豊美議員。 

○９番（伊藤豊美議員） わかりました。 

  それでは、⑸について再質問を行いますが、庁

舎の建設時期につきましては、６月７日の櫻田議

員の質問に答えました答えがありますので、了解

をいたしましたが、１つだけ、建設予定地の地権

者にはどのように説明をしたのか、また、建設予

定地に全く変更はないのか伺います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 新庁舎の関係でございま

すので、私のほうからお答え申し上げます。 

  地権者の皆様に対しましては、ことし３月23日

に説明会を開催いたしまして、新庁舎の建設時期

の延期につきまして、市長がみずから出向き説明

を差し上げたという経過がございます。 

  なお、今後につきましても、地権者の皆様とは

適宜情報交換をさせていただくということで、そ

の場で双方合意がとれたというようなところでご

ざいます。 

  あとは、場所についてでございますが、こちら

につきましては、平成27年３月に議決をいただき

ました新庁舎建設基本構想の中でお示しさせた内

容ということで変わりはないということでござい

ます。これまでこの構想に基づきまして、広報等

で市民の皆さんにもこの場所ですよという説明を

させていただいていますし、当然地権者の皆様に

もこの場所だということでご説明をさせていただ

いているということがございますので、建設用地

については変更はないということでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ９番、伊藤豊美議員。 

○９番（伊藤豊美議員） 今のその説明で大分よく

わかってきました。この地権者の中には高齢者も

います。ですから、なるべく早く進めていってい

ただきたいなと、私はそのように感じております。 

  続きまして、⑹について、さあ、そこで市長に

お伺いをいたします。 

  新庁舎の建設時期についても東京オリンピック

開催後、合併特例債の発行可能期間と言われてお

ります。おのずと建設時期については決まってき

ました。 

  そこで、ここに市長のリーフレットがあります。

そのリーフレットの中で、市長は、君島寛はこん

な那須塩原市をつくります。市民優先、きずな、

公平・公正、庁舎建設の前にやるべきことがある

ということで、元気な那須塩原市、都市計画道

３・３・４号線東那須野東通りの整備、国と県と

太いパイプでつながった那須塩原市、県道東小

屋・黒羽線の起点のつけかえ、市長、今がその時

期ではないでしょうか。市長に託された最初の４

年間でどこまで進めるのか伺います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 都市計画道路３・３・４号東

那須野東通り線のお話が出てまいりました。この

街路につきましては、以前から県に要望をしてき
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た経過というものがございまして、今年度になり

ましても４月26日に大田原土木事務所との事務的

な土木事業の事務連絡会議といったものを行いま

した。その中でも強く要望をしたところでござい

ます。幾つか要望事項がありますけれども、その

中でもやはり上位の事項というようなことでお話

をさせていただきました。また、８月でございま

すけれども、県へ対する要望というのがございま

して、これは毎年やっておるものでございますけ

れども、この中にもこの３・３・４号については

掲載をさせていただいて、県に対して起点、始点

の振替ですとか、そういったものについて強く要

望をしてまいりたいと考えているところでありま

す。限られた４年間という任期の中でございます

ので、できる限りこの路線が着工できるような形

で私はこれからも取り組んでまいりたいと考えて

いるところであります。 

  しかしながら、私どもの財政もそうでございま

すが、栃木県の財政状況もそんなに裕福なもので

はないという状況にございます。大田原土木事務

所で持っていらっしゃる予算も、最盛期から比べ

ますと半分になってしまったというお話もござい

ます。いろいろな中で優先順位、プライオリティ

ーをきちっと見きわめていただきながら、私ども

がこの路線に思っております思いを十分に理解し

ていただくように、これからも県に対して要望を

重ねてまいりたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ９番、伊藤豊美議員。 

○９番（伊藤豊美議員） 私も、この３・３・４号

線につきましてはかなりの思い入れがあります。

ぜひとも市長にはリーダーシップをとってもらっ

て、今説明はわかりましたが、もっともっとリー

ダーシップをとってもらって進めていっていただ

きたいと思います。 

  また、今回、国と県と市はつながりましたので、

どうぞ市長、本当に今後国のほうにも要望し、そ

してこの近隣市町も喜ぶ問題だと思うんですよ、

大田原市にしても那須町にしても。この問題につ

いては、どうぞぜひとも積極的に進めていってい

ただきたいと思います。 

  最後になりますが、駅東口の駅前広場の市営駐

車場、駐輪場の利用は少ないように思われますが、

どのように考えているのか伺います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） 今ご指摘のありました東

口の市営駐車場それから駐輪場の利用でございま

すが、こちらのほうはご存じのように、朝の通勤

時のバスの乗り入れが大変多いということで、一

般車もなかなか広場のほうに入れなくてあふれて

しまうというような状況もありながら、実際に駐

車場はもう全部満杯になっているというような状

況はなかなか見当たらないようでありますので、

これらの利用状況なんかも見ながら、今後、広場

の整備につきまして、西口・東口の両方の整備に

ついて検討を進めていきますので、そちらのほう

で十分に検討を進めたいというふうに考えており

ます。 

  また、その中で東口につきましては、市営駐車

場それから駐輪場の利用状況を十分に把握しまし

て、大きさそれから規模、そういったものをこの

基本計画の中に整備方針が示していければという

ふうに考えておりますので、十分に今後検討して

いきたいというふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ９番、伊藤豊美議員。 

○９番（伊藤豊美議員） 那須塩原駅前広場につい

ては、今、部長も申しましたように、西口とも東

口とも大変重要であります。そんな中でも、東口

については、今、部長も言われましたように、大
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田原市営バスの乗り入れ、この朝の７時半のとき

に東口に行けばわかると思うんですが、もう６台

から７台のバスがとまっているんです。そんなこ

ともありまして、あと問題は広場の広さでござい

ますが、そんなこともありますが、基本計画の整

備方針をしっかりと示してほしいと思います。 

  これで、２、那須塩原駅周辺整備事業の一般質

問を終了いたします。 

  私の一般質問は終了です。ありがとうございま

す。 

○議長（中村芳隆議員） 以上で、９番、伊藤豊美

議員の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎散会の宣告 

○議長（中村芳隆議員） 以上で本日の議事日程は

全て終了いたしました。 

  本日はこれをもって散会いたします。 

  ご苦労さまでした。 

 

散会 午後 ３時５６分 




